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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 2018年12月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 2022年12月

売上高 （千円） 2,172,316 2,385,476 2,930,927 3,400,957 4,101,575

経常利益 （千円） 60,693 107,219 134,544 187,634 246,505

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 78,297 76,503 102,293 138,027 157,536

包括利益 （千円） 78,297 76,503 102,293 138,027 157,536

純資産額 （千円） 58,546 135,049 237,343 927,370 1,084,778

総資産額 （千円） 1,543,273 2,067,167 2,056,250 2,879,306 3,030,265

１株当たり純資産額 （円） 47.68 109.98 193.28 606.92 709.96

１株当たり当期純利益 （円） 63.76 62.30 83.30 94.18 103.10

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 3.8 6.5 11.5 32.2 35.8

自己資本利益率 （％） 403.6 79.0 54.9 23.7 15.7

株価収益率 （倍） － － － 24.63 20.56

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △42,331 192,109 124,891 462,186 812,731

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △3,487 △360,655 △74,578 △523,540 △510,680

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 43,912 317,641 △56,636 523,022 △90,111

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 260,670 409,766 403,443 865,111 1,077,050

従業員数
（人）

185 205 267 336 389

（外、平均臨時雇用者数） (119) (127) (132) (147) (145)

　（注）１．当社は2020年４月１日付で、普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第９

期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお

ります。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は第９期から第11期までは非上場であるため、記載しておりません。

４．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年

間の平均人員を（）外書きで記載しております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と

なっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 2018年12月 2019年12月 2020年12月 2021年12月 2022年12月

売上高 （千円） 1,573,901 1,962,572 2,436,170 2,861,428 3,345,409

経常利益 （千円） 46,058 120,027 108,723 89,032 150,228

当期純利益 （千円） 56,957 88,958 78,121 54,473 92,487

資本金 （千円） 98,200 98,200 98,200 374,200 374,200

発行済株式総数 （株） 12,280 12,280 1,228,000 1,528,000 1,528,000

純資産額 （千円） 37,207 126,165 204,286 810,760 903,119

総資産額 （千円） 452,114 604,298 754,653 1,560,414 1,884,506

１株当たり純資産額 （円） 30.30 102.74 166.36 530.60 591.07

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 46.38 72.44 63.62 37.17 60.53

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 8.2 20.9 27.1 52.0 47.9

自己資本利益率 （％） 303.9 108.9 47.3 10.7 10.8

株価収益率 （倍） － － － 62.42 35.02

配当性向 （％） － － － － －

従業員数
（人）

180 199 260 329 382

（外、平均臨時雇用者数） (119) (127) (132) (147) (145)

株主総利回り （％） － － － － 91.4

（比較指標：東証マザーズ指数） （％） (－) (－) (－) (－) (73.9)

最高株価 （円） － － － 4,035 2,497

最低株価 （円） － － － 1,379 1,706

　（注）１．当社は2020年４月１日付で、普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第９

期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお

ります。

２．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．株価収益率については、当社株式は第９期から第11期までは非上場であるため、記載しておりません。

５．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（）外書きで記

載しております。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。

７．株主総利回り及び比較指標については、当社株式は2021年３月19日付で東京証券取引所市場マザーズに上場

したため、第９期から第12期の株主総利回り及び比較指標について記載しておりません。第13期の株主総利

回り及び比較指標は、2021年12月期末の株価を基準として算定しております。

８．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（グロース市場）におけるものであり、それ

以前は東京証券取引所（マザーズ市場）におけるものであります。

なお、当社株式は、2021年３月19日付で同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価について

は記載しておりません。
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２【沿革】

　当社は2010年２月、訪問看護事業を営むことを目的として当社代表取締役社長である北山忠雄が創業いたしまし

た。

　当社の社名は「株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ（ティー・エス・アイ：Terminalcare Support Instituteの略）」です。高齢

者の終末期を支援するため、訪問看護事業を立ち上げました。

　訪問看護では看護師、准看護師等の有資格者が要介護者の自宅へ訪問しておりましたが、人生の終末期を支援する

ためには、訪問時のみならず、生活全般の支援の必要がありました。

　当時の介護保険制度では要介護３以上になると、特別養護老人ホーム（以下、「特養」という。）への入所の可能

性が上がり、公的な支援を受けやすくなりますが、要介護２以下では入所は限られた条件を満たす場合のみの特例措

置でありました。要介護１以上や要支援状態から入れる有料老人ホームは一定数の整備はありましたが、入所時には

数百万円～数千万円の一時金が必要であり、月額費用も高く一部の富裕層向けの住宅でした。特養は2022年４月時点

で全国で25万３千人が入所待機者状態といわれています（出典：2022年12月23日「特別養護老人ホームの入所申込者

の状況（令和４年度）」厚生労働省のプレスリリースより）。

　そのような中、2011年に「高齢者の居住の安定確保に関する法律」（以下、「高齢者住まい法」という。）が改正

されました。この法律は、国土交通省と厚生労働省が共管し、良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅の供給

を促進することを目的として制定されました。住まいとケアの融合であり、当社が目指すべきものと合致したため、

サービス付き高齢者向け住宅に訪問介護事業所、居宅介護支援事業所を併設させた形態にて拠点を開設し、事業を展

開しております。

 

　当社設立以降の沿革は、以下のとおりであります。

年月 概要

2010年２月  京都市西京区にて、訪問看護事業を営むことを目的に当社を設立（資本金10,000千円）

2010年５月  訪問看護事業を開始し、「訪問看護ステーションえんじゅ桂」（京都市西京区）開設

2012年12月
 訪問介護事業を開始し、「ケアステーションえんじゅおごと」（滋賀県大津市、現「ケアステー

ションあんじぇすおごと」）開設

2013年１月  居宅介護支援事業を開始し、「ケアプランセンターえんじゅおごと」（滋賀県大津市）開設

2013年３月  サービス付き高齢者向け住宅事業を開始し、「アンジェスおごと」（滋賀県大津市）運営開始

2013年10月
 サービス付き高齢者向け住宅として京都府へ進出

 「アンジェス亀岡」（京都府亀岡市）運営開始

2014年11月
 サービス付き高齢者向け住宅として岡山県へ進出

 「アンジェス中庄」（岡山県倉敷市）運営開始

2015年11月  株式会社北山住宅販売（現　連結子会社）の株式を取得し子会社化

2016年９月
 サービス付き高齢者向け住宅として静岡県へ進出

 初の44室モデルとなる「アンジェス浜松中沢」（浜松市中区）運営開始

2017年５月  株式会社北山住宅販売（現　連結子会社）の株式を追加取得し完全子会社化

2018年10月
 サービス付き高齢者向け住宅として兵庫県へ進出

 「アンジェス姫路」（兵庫県姫路市）運営開始

2019年12月  初の69室モデルとなる「アンジェス加古川」（兵庫県加古川市）運営開始

2020年６月
 サービス付き高齢者向け住宅として愛知県へ進出

 「アンジェス一宮奥町」（愛知県一宮市）運営開始

2020年11月
 サービス付き高齢者向け住宅として神奈川県へ進出

 「アンジェス相模原」（相模原市緑区）運営開始

2021年３月  東京証券取引所マザーズに上場

2022年４月
 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所のマザーズ市場からグロース市場に

移行

2022年８月
 サービス付き高齢者向け住宅として岐阜県へ進出

 「アンジェス岐阜岩地」（岐阜県岐阜市）運営開始

2022年11月
 サービス付き高齢者向け住宅として大阪府へ進出

 「アンジェス枚方」（大阪府枚方市）運営開始
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また、当社グループの各拠点（サービス付き高齢者向け住宅）の開設・運営開始の推移は、

下記のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2022年12月31日現在）

都道府県

（拠点数）
拠点名 運営開始年月 居室数

滋賀県

（９拠点）

アンジェスおごと 2013年３月 28

アンジェス彦根 2014年10月 29

アンジェス堅田 2014年10月 29

アンジェス守山 2015年９月 29

アンジェス彦根城 2015年10月 29

アンジェス長浜 2016年８月 29

アンジェス石山寺 2018年２月 29

アンジェス神照 2021年９月 29

アンジェス瀬田 2021年11月 29

京都府

（５拠点）

アンジェス亀岡 2013年10月 28

アンジェス篠 2016年６月 29

アンジェス岩倉 2017年９月 28

アンジェス宇治木幡 2018年９月 29

アンジェス嵯峨広沢 2020年10月 29

岡山県

（４拠点）

アンジェス中庄 2014年11月 28

アンジェス大元 2015年４月 29

アンジェス北畝 2015年10月 29

アンジェス当新田 2016年３月 29

静岡県

（５拠点）

アンジェス浜松中沢 2016年９月 44

アンジェス長田 2016年10月 29

アンジェス静岡東新田 2017年５月 29

アンジェス西焼津 2020年３月 29

アンジェス浜松佐鳴台 2021年11月 29

兵庫県

（２拠点）

アンジェス姫路 2018年10月 28

アンジェス加古川 2019年12月 69

愛知県

（２拠点）

アンジェス一宮奥町 2020年６月 29

アンジェスみよし 2021年９月 59

神奈川県

（１拠点）
アンジェス相模原 2020年11月 29

岐阜県

（２拠点）

アンジェス岐阜岩地 2022年８月 29

アンジェス岐阜南鶉 2022年12月 29

大阪府

（１拠点）
アンジェス枚方 2022年11月 29

合計

（31拠点）
－ － 979
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３【事業の内容】

 当社グループは、当社及び連結子会社である株式会社北山住宅販売で構成されております。社名の「株式会社Ｔ．

Ｓ．Ｉ」は、「Terminalcare Support Institute」の略であり、「終末期ケアの支援機関」を意味します。

 当社は、日本の超高齢社会（※）において、在宅独居高齢者の孤独死、要介護者の在宅生活の限界と特養の入所待

機者の解消という社会課題を解決するため、「サービス付き高齢者向け住宅」の運営、「訪問介護／介護予防・日常

生活支援」及び「居宅介護支援」を行っております。

　なお、当社グループの事業セグメントは、高齢者住まい法に基づくサービス付き高齢者向け住宅の運営、及び介護

保険法に基づく訪問介護、居宅介護支援等を行う「介護事業」（当社）、並びに当社が運営するサービス付き高齢者

向け住宅「アンジェス」の建築請負を行う「不動産事業」（株式会社北山住宅販売）で構成されており、当社グルー

プは、自宅で看取られたいと望む高齢者が安心して住める住まいと介護サービスを提供することを目的に、サービス

付き高齢者向け住宅を「設計・建築・運営」まで一気通貫して提供しております。

 

　また、拠点数・居室数の推移は下記のとおりであります。

 拠点数 居室数

2015年12月末 9 258

2016年12月末 14 418

2017年12月末 16 475

2018年12月末 19 561

2019年12月末 20 630

2020年12月末 24 746

2021年12月末 28 892

2022年12月末 31 979

 

（※）

高齢化の進行具合を示す言葉として、65歳以上の人口が、全人口に対して７％を超えると「高齢化社会」、14％を

超えると「高齢社会」、21％を超えると「超高齢社会」と呼ばれます。

 

　（１）当社グループの各事業の内容

（介護事業）

　①　サービス付き高齢者向け住宅

　高齢者が暮らすための介護サービスは「施設系」と「住宅系」に大別されます。「施設系」の契約は利用権方式、

「住宅系」の契約は賃貸借方式をとっており、サービス付き高齢者向け住宅は「住宅系」にあたります。

　サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者住まい法の第５条において「状況把握サービス（安否確認）」「生活相談

サービス」を行うことが必須とされておりますが、その上に付加するサービスについては各事業者の任意となってお

ります。

　サービス付き高齢者向け住宅は、医療体制がしっかりしており、重度の方を対象とする「医療特化型」、介護体制

がしっかりしており、自立～重度の方までを対象とする「介護特化型」、入居時費用等が高額であり、高所得者層を

対象とする「高級志向型」、自立度が高い方向けに最低限のサービスのみ提供する「高齢者一般向け」等の様々な形

態がみられますが、当社は「介護特化型」にて事業を運営しております。当社は、後述するように、基本的にサービ

ス付き高齢者向け住宅の１階事務所部分に訪問介護事業所、居宅介護支援事業所を併設させた形で、24時間施設に人

員を配置し、看取りまで対応を行うなど、要介護２～３程度の介護が必要な方を主たる顧客層と想定した運営を行っ

ております。

　利用者は、当社が運営するサービス付き高齢者向け住宅「アンジェス」に賃貸借契約を締結して入居します。サー

ビス付き高齢者向け住宅は、様々なサービスを提供することが可能ですが、当社は現在、住まいの提供、生活支援

サービス、食事の提供に加え、訪問介護事業、居宅介護支援事業によるサービス提供をしております。

　生活支援サービスでは、安否確認（毎日、主に食事時を利用した食堂での見守りなど）及び機能訓練も意識したレ

クリエーションを毎日実施しております。希望者や必要な方には、生活支援サービスのオプション対応として、有償

での介護の提供も行っております。

　当社では、サービス付き高齢者向け住宅を建築されるオーナーから委託を受けて、サービス付き高齢者向け住宅の

運営及び入居者に対するサービスの提供を行っております。

　当社の運営するサービス付き高齢者向け住宅の主な入居者は、要介護１以上の要介護認定を受けている高齢者で

す。高齢者住まい法で定められている、サービス付き高齢者向け住宅を運営する上での最低要件は「状況把握サービ
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ス（安否確認）」「生活相談サービス」の提供であり、居室部分の設備（浴室やキッチンの設置の有無）や介護サー

ビス体制、料金設定等は事業者に委ねられておりますが、当社は特養入所待機者層をメイン顧客層としているため、

全体的に設備は介護向けのものを想定し、人員配置やサービス内容を整備しております。また、介護保険の訪問介護

だけを利用して在宅で生活を送ろうとした場合、介護保険の区分支給限度基準額を超えた部分は利用者の10割（全

額）負担となり、生活費が高額となりますが（※）、当社の運営するサービス付き高齢者向け住宅では、利用者が介

護保険でまかないきれない部分について生活支援サービスのオプション（有償）を利用することで、介護保険で10割

（全額）負担となる場合に比べて、同一サービスを低価格で受けることができるようにしております。

　事業者の運営効率を考慮し、サービス付き高齢者向け住宅に通所介護事業所（デイサービス）を併設するケースも

みられますが、当社は訪問介護事業所及び居宅介護支援事業所を併設しております。これは、利用者との一対一の関

わりの頻度を高くし、家族介護を代替する体制をとるためです。入居者とスタッフ、または入居者同士の関わりを多

くするために毎日レクリエーションも実施しております。高齢者の方が強く感じやすい、孤独・不安を少しでも取り

除くことができるよう、人との関わりを多く持てる安心した生活の場を提供しております。

　在宅での看取りとは原則、医療処置や延命措置を行わないため、本人、家族、訪問診療医がその点について合意す

ることが必要になります。三者の積極的延命措置はしない旨の共有のもと、各拠点の提携先の訪問診療医が痛みや苦

しみを和らげるケアを、外部の訪問看護が状況把握や経過観察を行い、「アンジェス」のスタッフが最期の日々の生

活をサポートすることで「アンジェス」での在宅の看取りは成り立っております。

 

（※）

　在宅で介護保険を利用する場合、利用者の自己負担割合は１割（本人の収入によって自己負担割合は１～３割の

間で変動）となりますが、各々の認定された要介護状態により、利用できる介護保険サービスの量が異なります。

2019年10月の改定時より、要介護１の利用者の区分支給限度基準額（１割負担で利用できる範囲）は16,765単位、

要介護３の利用者の区分支給限度基準額は27,048単位であるなど要介護度に応じて設定されております。訪問介護

の代表的なサービスである「入浴介助（身体介護60分）」の場合、60分で396単位に諸々の加算を加え、大津市の

場合は１単位＝10.70円であることから、自己負担が１割負担の場合は約509円となりますが、介護保険の限度額

（区分支給限度基準額）を超過して10割（全額）負担での利用となると、約5,082円の負担となります。これが積

み重なると、金銭的な負担が大きくなり、「アンジェス」での生活の継続が難しくなり、特養など施設への転居を

本格的に検討しなければならなくなりますが、当社は、介護保険とサービス付き高齢者向け住宅の生活支援サービ

スのオプション（有償）を併用するプランを提供できることから、必要な介護と費用負担面を考慮しながら生活プ

ランを設計することが可能となっております。

 

　②　訪問介護／介護予防・日常生活支援

　訪問介護とは、65歳以上の第１号被保険者（第２号被保険者にあっては特定疾病等で認定を受けた40歳～64歳の

方）で、要介護認定を受けた利用者に対して、介護福祉士（ケアワーカー）や訪問介護員（ホームヘルパー）が、自

宅へ訪問し、食事・排泄・入浴など直接身体に触れる身体介助や掃除・洗濯などの家事面における生活援助を行う

サービスです。介護支援専門員（以下、「ケアマネージャー」という。）が作成するケアプランに沿って、食事・排

泄・入浴の支援や、血圧測定、緊急時の通院補助等、日常生活の支援を実施しております。

　当社の訪問介護事業所「ケアステーションあんじぇす」では、主として「アンジェス」の入居者に向けて訪問介護

を提供しており、「ケアステーションあんじぇす」のスタッフは、サービス付き高齢者向け住宅のスタッフも兼務し

ております。時間帯によってはサービス付き高齢者向け住宅の仕事も行っており、食事の様子、夜間の様子など24時

間を通した入居者の生活の支援・見守りを行っております。これらの理由から、訪問介護においても利用者の些細な

変化に気づきやすく、体調不良時などに早期に家族や医療従事者へ情報提供ができる体制が整っていること、利用者

との信頼関係を深く築きやすいことで、利用者がより安心できる看取りの場を提供できること等が特徴となっており

ます。

 

　③　居宅介護支援

　居宅介護支援とは、在宅で介護を希望する利用者向けの介護サービスのひとつです。ケアマネージャーが、要介

護・要支援認定された要介護者や要支援者、その家族の生活環境の状況を確認し、利用者やその家族に対して、介護

や支援の内容について確認し、それに基づきケアプランを作成します。当社の居宅介護支援事業所「ケアプランセン

ターえんじゅ」では、「アンジェス」の入居者以外の外部の利用者にサービス提供するケースもあるものの、主とし

て「アンジェス」の入居者を対象としております。

　当社のケアマネージャーは、「アンジェス」の生活環境や「アンジェス」の生活時間帯を把握することで、多くの

利用者に安心・安全にサービスを提供できるプラン設計を目指しております。利用者は、当社サービス利用前に担当

していたケアマネージャーに引き続き担当を依頼することも可能であるため、一部の利用者は外部のケアマネー

ジャーが担当しております。当社のケアマネージャーは、「アンジェス」の入居者の状態を日々知ることができ、そ

れらを参考としてケアプランの作成をすることが可能です。また、当社のケアマネージャーは、「アンジェス」が提

供可能なサービスに関する知識もあり、利用者の介護面と金銭面を考慮したプランを作成できることから、長く安心

して生活できるプランを迅速に提案することが可能となっております。
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（不動産事業）

　不動産事業は、サービス付き高齢者向け住宅「アンジェス」の設計・建築・不動産販売を行っております。不動産

事業では、株式会社北山住宅販売がオーナーと建築請負契約を締結し、サービス付き高齢者向け住宅の設計から建築

までを行っております。同一モデルのサービス付き高齢者向け住宅を手掛けてきたノウハウの蓄積により、設計期間

の短縮化・効率化と介護向けの建物としての質の向上を図っております。株式会社北山住宅販売では、当社で運営す

るサービス付き高齢者向け住宅だけでなく、外部運営業者が運営するサービス付き高齢者向け住宅の建築請負も行っ

ております。

 

　（２）事業の特徴

　当社は京都府、滋賀県を中心に岡山県、静岡県、兵庫県、愛知県、神奈川県、岐阜県、大阪府にサービス付き高齢

者向け住宅「アンジェス」を展開し、基本的に「アンジェス」に併設する形で、訪問介護事業所「ケアステーション

あんじぇす」、居宅介護支援事業所「ケアプランセンターえんじゅ」を開設しております。

　当社のサービス、事業展開の主な特徴は、以下のとおりであります。

 

　①　当社グループにおけるワンストップでのサービス提供

　当社は、連結子会社に株式会社北山住宅販売を保有しております。株式会社北山住宅販売はサービス付き高齢者向

け住宅に特化した設計・建築を行っており、29室モデル、または50室モデルについてのノウハウを蓄積しておりま

す。外部のオーナーからの建築請負だけでなく、株式会社北山住宅販売が土地を調達し、自社で設計・施工し、「ア

ンジェス」のオーナーとなる場合もあります。現在、株式会社北山住宅販売はオーナーとして「アンジェス」を５棟

保有しております。なお、株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉでも１棟保有しております。基本的には、外部オーナーが施主となり

保有するスキームとして事業を行っております。

　基本的な事業スキームとしては、土地オーナーが施主となり、株式会社北山住宅販売が建築請負契約を結び、建物

完成後には当社又は一括借上業者が一括借り上げを行い、当社は賃貸テナントとして介護事業運営を行っておりま

す。

　開設先を外部建築会社に委ねると、適切な開設先を確保できないリスクや、建築コストが高くなるリスク等がある

ことから、当社グループではこのような形態をとっております。

 

　上記のとおり、当社グループの事業はグループ内に、サービス付き高齢者向け住宅の設計・建築に特化した株式会

社北山住宅販売を保有しており、当社グループで「土地所有」「設計・建築・運営」をすべて内製化していること

が、最大の特徴であります。その他、利用者、オーナー、当社グループそれぞれの立場における特徴は、下記に記載

のとおりです。

　a．利用者

　株式会社北山住宅販売には、29室、または50室の同モデルのサービス付き高齢者向け住宅に特化した設計・建築ノ

ウハウが蓄積されており、介護事業に適した建物を建てることが可能です。これらのノウハウは１棟新たに増えるご

とにさらに蓄積され、介護導線、食堂の配置、居室内の設備の配置等の改善という形で、利用者へ還元されておりま

す。

　「アンジェス」は、要介護２～３程度の特養入所待機者層をメイン利用者と想定し運営を行っております。特養入

所待機者層は、基本的に料金面でも制約のある中、株式会社北山住宅販売が建築した場合、運営開始から蓄積したノ

ウハウを活かし建築請負金額を抑えることが可能です。建物価格を抑えることで利用者が支払う家賃も低く抑えるこ

とができるため、利用者にとっては生活費の総額を抑え、介護支援などの必要な部分に資金を回すことができ、介護

度が上がっても長く「アンジェス」で生活を送ることが可能となります。「アンジェス」は、厚生年金受給者を対象

とした価格帯を設定することで、最期まで生活できる場を提供しております。

　b．オーナー

　株式会社北山住宅販売が建築する「アンジェス」シリーズは、木造寄宿舎扱いの建物であり相続税評価が低く見積

もられることから、オーナーにとっては相続税対策に適しております。建築の責任を担う株式会社北山住宅販売と同

一グループである当社から一括で基本的に25年間の借上げを受けられることもオーナーの安心感につながっておりま

す。また、現在、建築費の１割の補助金（スマートウェルネス住宅等推進事業：国土交通省）を受けることができま

すが、株式会社北山住宅販売が補助金申請代行を行うため、オーナーの事務的な負担はありません。

　c．当社グループ

　株式会社北山住宅販売では、サービス付き高齢者向け住宅建築に特化したノウハウを蓄積しており、同一規格も多

いことから建築原価のコストダウンに繋がっております。また、サービス付き高齢者向け住宅の新規開設には、行政

へのサービス付き高齢者向け住宅の登録や補助金申請など、建築会社と介護会社が情報連携しながら行政対応を進め

る必要がある中で、二社間でこれまでにも多くの「アンジェス」を新規開設させてきたことから、連携してスムーズ

に案件を進めていくことが可能です。

 

　②　看取りから自宅復帰まで対応するサービス付き高齢者向け住宅
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　サービス付き高齢者向け住宅の全国平均看取り率は38.2％に対し、当社の「アンジェス」シリーズの2022年12月期

における看取り率は39.8％となっております（出典：サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会（国土交通省）第

５回配布資料「サービス付き高齢者向け住宅の現状等」令和２年12月24日。なお、当社の看取り率については同調査

報告に記載の計算方法（※１）により算出）。超高齢社会で独居高齢者が増え続ける我が国において、約５割強の方

が「自宅で最期を迎えたい」と望んでいるにもかかわらず、自宅の環境と家族の受け入れ準備が整わず、結局７割近

くが病院にて亡くなっているというデータもあります（出典：平成29年度　高齢者の健康に関する意識（内閣府）、

令和元年人口動態調査（厚生労働省））。そのような中、当社は利用者の第２の自宅として、最期まで生活できるよ

うな料金に設定しており、多くの利用者に看取りの場を提供しております。そのため、利用者の入居受入れ可能期間

が長くなります。当社では、訪問診療の医師、訪問看護と連携することも可能です。当社では、まずは利用者に生活

の場として「アンジェス」に住んでもらう中で、最終的に本人や家族に看取りの場として選んでもらえるよう長い目

で見た関係性を作っております。

　また365日実施しているレクリエーション等により利用者のADL（※２）が向上し、自宅復帰率（※３）は8.5％

（2019年12月期から2022年12月期の４期平均値実績）となっており、「アンジェス」での看取りと自宅に復帰するこ

との両面から「自宅で最期を迎えたい」高齢者のニーズに応えております。

（※１）

看取り率は、「高齢期の居住の場とサービス付き高齢者向け住宅の現状に関する調査報告」に記載のとおり、「居

室・一時介護室・健康管理室での看取り（人）」を「死亡による契約終了＋病院・介護療養型医療施設等への転居

（人）」で除した数値、と同じ考え方で算出しております。

（※２）

ADLとは、「Activities of Daily Living」の略で、「日常生活動作」のことであり、起床から着替え、移動、食

事、トイレ、入浴など日常的に発生する動作を指します。

（※３）

自宅復帰率は、自宅復帰者数を総退去者数で除した数値となっております。

 

　③　各拠点に役割が異なる３つの事業部を配置

　当社の各拠点では、施設管理部、訪問介護部、居宅介護支援部の３事業部の各担当者を配置し、各々が専任でそれ

ぞれの目標とする経営指標（KPI）をもち、３事業部が相互に連携しております。

　当社では、施設管理部には、収支・稼働率に責任をもつ経営者の視点と、利用者の家族の立場に立った視点を持つ

ように指導しております。拠点経営を担う部門で、営業による入居者の確保、稼働率の維持・向上と円滑な施設運営

に責任を持ちます。訪問介護部には、利用者の立場に立った介護を提供することを求めております。訪問介護部は、

介護サービスの質・人件費率に責任を持ち、スタッフ教育や日々のサービス提供を担っております。居宅介護支援部

には、専門職としてのケアマネージャーの視点に立ち、看取りに至るまでのケアプランの作成と、ケアプランの作成

業務を通じて、入居者の生活の質の向上を図ることを求めております。これら３事業部が当社における理念のもとに

連携しながら各々の業務を実施していくことで、利用者へのサービス提供と経営の安定化を図っております。

 

　④　自社営業部隊の配置

　当社は、施設管理部という自社の営業部隊を保有しており、原則１拠点につき１名配置しております（同一地区に

ある拠点は１名が兼務することもあります）。これにより、当社では利用者の獲得に際し、紹介会社等を使うことが

なく、紹介手数料等の１利用者あたりの獲得コストがかからない運用となっております。また、自社営業部隊が直接

営業を行い、地域で信頼を獲得していくことにより、中長期的な視点を見据えた事業運営を行っております。

　当社の営業担当者は、ケアマネージャーや病院のソーシャルワーカーへの定期訪問により、入居者の生活情報を

フィードバックする等の情報提供を行っております。要介護の高齢者が住宅・施設に入居する場合、どのようなブラ

ンド名の住宅・施設か、よりも、どのような施設長・スタッフに介護されるかが、入居検討者の大きな関心事となっ

ており、人と人による関わりが重視される傾向にあります。当社では、自社の営業担当者を置き、直接、紹介元のケ

アマネージャー、病院のソーシャルワーカーに営業し、関係性を築くことで、その後も繰り返し入居者を紹介しても

らいやすく稼働率が安定しております。

　当社の開設後１年以上経過した全拠点の平均稼働率は96.1％（第13期連結会計年度末時点）と、早期立ち上げに加

え、満室に近い状態を維持しております。

 

第11期連結会計年度末

（2020年12月31日）

第12期連結会計年度末

（2021年12月31日）

第13期連結会計年度末

（2022年12月31日）

居室数

（室）

稼働率（％）
居室数

（室）

稼働率（％）
居室数

（室）

稼働率（％）

 
うち開設

１年以上
 

うち開設

１年以上
 

うち開設

１年以上

746 92.1 97.1 892 89.0 96.7 979 89.7 96.1
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　※「稼働率」を次のとおり定義しております。

　稼働率＝（賃貸借契約数÷総提供可能居室数）

 

　また当社は、次項で記載している「ドミナント戦略」により、複数の拠点を含む１エリアに対して、１名の外回り

担当者の配置でも商圏全体をカバーできる体制とすることで、営業効率の向上を図っております。

 

　⑤　ドミナント戦略

　当社は、新たな都道府県にて事業進出後、その周辺に複数拠点を開設するドミナント戦略をとっており、当該戦略

により、以下の点が可能になると考えております。

　a．入居者確保

　近隣に複数の拠点があることで、１エリアに１名の外回り担当者の配置でも、複数拠点をカバーして営業活動を行

うこともでき、効率的に入居者を確保することが可能です。また、１つの拠点が満室でも近隣拠点を紹介することが

可能となります。

　b．人材確保

　現在、介護業界において、人材確保は大きな課題となっておりますが、当社は、ドミナント展開を行うことで、同

一エリアの拠点間で人員の融通を行うことを可能とし、課題に対処しております。

　ドミナント展開を行うと、拠点を新規開設する際に、近隣の既存拠点から昇格人事により当社の事業運営のノウハ

ウを持った管理者を立てることが可能となります。その結果、初期の教育期間を短縮できることに加え、当社の理

念・価値観にあった人材を管理者として登用していくことができます。また、急なスタッフ不足の際に、近隣拠点間

又はエリア全体として介護スタッフの補充体制を取ることができ、スタッフ不足による利用者へのサービス中止とい

う収益機会の逸失を防ぎます。

　また、これらスタッフの確保と管理者の育成が進むことで、さらに入居者を募集しやすくなると考えております。

 

　⑥　キャリアプランによる人材育成

　当社では、体系的なキャリアプランと部門横断的な異動の実現によってスタッフの能力に応じて育成・配置を行っ

ております。基本的に大型の拠点ではなく29室の「アンジェス」を多店舗展開する当社の開設スタイルは、多くの人

材に管理者ポジションを与えることを可能としており、従業員がキャリアプランを描きやすい事業運営を行っており

ます。当社には、訪問介護部、居宅介護支援部で専門性を高めてスペシャリストを目指す「スペシャリストライン」

と、施設管理部で、拠点経営者、エリアマネージャーと、経営を担っていく「経営者ライン」の２つのキャリアプラ

ンがあります。部門をまたいでの異動も多々あり、現在のエリアマネージャーのうち約57.1％が、元々介護職であり

ながら経営者ラインである施設管理部で活躍しており、人材発掘や、人材育成による内部昇格体制を構築しておりま

す。

 

　⑦　自社運営による直接的なブランド力の維持・強化

　当社は、介護業界で業務を運営していくうえでは、コンプライアンスと教育が経営の根幹であると考えており、１

棟の事故で全「アンジェス」ブランドが傷つくリスクもあることから、介護のクオリティを担保するため、自社運営

であることを重視しております。当社では、自社で雇用したスタッフに対して、入社時の理念研修と毎年行う理念研

修、マネジメント研修を実施することで、当社の運営方針についてスタッフへ浸透を図っております。

 

　⑧　厚生年金受給額を考慮した料金設定

　令和5年度の厚生年金の平均受給額224,482円（厚生労働省が規定する、モデル世帯の年金受給額）に対して、「ア

ンジェス」シリーズの毎月の生活費は１人97,500円から（※）（食費の月額49,680円を除いた金額）と、ほぼ年金の

範囲内で無理のない生活を送ることができることを目指しております。またこれは、大都市圏のサービス付き高齢者

向け住宅の平均月額生活費である約126,000円（食費を除いた金額）を下回る価格帯に位置しております（出典：

サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会（国土交通省）第６回配布資料「高齢者の住まいに関する現状と施策の

動向」令和４年２月22日）。

（※）

当社の料金は2023年3月現在。サービス付き高齢者向け住宅では上記月額利用料の他に、訪問介護を利用した場合

は訪問介護サービス利用に係る自己負担分の費用が発生します。また、利用者によっては、生活支援サービスの有

料オプションサービスを利用される場合もあります。

 

　⑨　介護保険に依存しない売上バランス

　当社の介護事業における売上（※）は、第13期連結会計年度において、サービス付き高齢者向け住宅による家賃収

入が21.9％、生活支援関連収入が23.3％、介護保険関連収入が54.8％と、相対的に介護保険収入の割合は高いもの

の、介護保険収入とその他収入の割合が約半分と均等な収入バランスとなっております。「第２　事業の状況　２　

事業等のリスク」の「（２）介護保険法の改正について」にも記載のとおり、介護保険法改正は当社においてリスク

であることから収入の分散化を推し進めております。
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（※）

　当社の介護事業における売上は、サービス付き高齢者向け住宅による家賃収入として家賃と共益費を、生活支援

関連収入として生活支援サービス費、生活支援サービスオプション及び食費を、介護保険関連収入として訪問介護

収入及び居宅介護支援収入を計上しております。

　これらのうち、入居者・利用者からの介護保険（訪問介護）収入は介護保険自己負担１～３割分の他に、各都道

府県の国民健康保険団体連合会からの居宅介護支援売上の10割分と、訪問介護売上７～９割分によって成り立って

おります。介護保険収入は、単位×地域単価で計算されます。単位は、全国一律であり厚生労働省が定めます。地

域単価とは、人件費の地域差を調整するために設けられた地域ごとの単価であり、１単位10円を基本とし、７つに

区分されております。当社が事業を展開する地域では、10円、10.21円、10.42円、10.70円、10.84円の５区分が該

当します。

 

 

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社北山住宅販売

（注）２.４

京都市西京区 20,000 不動産事業 100.0

当社が運営するサービス付

き高齢者向け住宅の建築

賃貸借契約

役員の兼任　３名

資金の貸付

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．株式会社北山住宅販売は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

　　(2022年12月期）

主要な損益情報等     (1）売上高     836,577千円

(2）経常利益    95,571千円

(3）当期純利益  64,587千円

(4）純資産額   213,586千円

(5）総資産額 1,380,577千円
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 2022年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

介護事業 361 （142）

不動産事業 7 （－）

全社（共通） 21 （3）

合計 389 （145）

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年

間の平均人員を（）外書きで記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３．当連結会計年度中において従業員数が53名増加したのは、主として業務拡大に伴う期中採用によるものであ

ります。

 

（２）提出会社の状況

    2022年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

382 （145） 44.7 3.0 3,838,817

 

セグメントの名称 従業員数（人）

介護事業 361 （142）

全社（共通） 21 （3）

合計 382 （145）

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（）外書きで記

載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおり、中途入社者、臨時雇用者を除く年間の在籍者数を基に

計算しております。

３．当期中において従業員数が53名増加したのは、主として業務拡大に伴う期中採用によるものであります。

 

（３）労働組合の状況

当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

     文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営方針

 当社は、社名を「株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ(Terminalcare Support Institute)」＝「終末期ケアの支援機関」としており

ます。「愛ある日々のお手伝い」を当社グループの経営理念に掲げ、経営理念の浸透、コーポレート・ガバナンスの強

化とコンプライアンスの徹底を図り、これらを理解し実現できる管理者の育成、当社グループの経営理念に共感できる

介護スタッフの育成を通じて、より質の高い介護サービスを提供するため取り組んでおります。また、長期的なビジョ

ンとしては、全国47都道府県に事業を展開することも視野に入れ、さらなる事業規模の拡大を目指してまいります。

 

　当社グループは、経営理念を最も重視し、以下の経営理念及び指針のもと、介護を必要とする方々やその家族が安

心・安全に生活できるよう運営を行っております。

①　経営理念

「愛ある日々のお手伝い」

 私たちは、いつもお客様とその家族や友人のやすらぎと幸福を願います。

 老いて、病にあっても、他の人を思いやり、関心をむけられる愛ある日々を過ごせるようにお手伝いをします。

②　指針

・　私はお客様の幸福を願います。お客様の立場に立ち、お客様を理解しようと努力します。

・　私はより良いケアが出来る様に学習をします。お客様から学び続ける姿勢を持ち続けます。

・　私は多くの人々に喜ばれる仕事が出来たかどうか、日々自分の行動や言動を振り返ります。

　　常に心のコントロールを心がけ、愛をもって仕事をします。

・　私はお客様の心に寄り添い、真のニーズを発見し幸福を広げていきます。

　　常に心と身体のバランスを意識して、お客様の幸福に繋がる介護を目指します。

 

（２）経営戦略等

　当社グループは、介護運営会社である当社と、サービス付き高齢者向け住宅の建築を行う連結子会社（株式会社北山

住宅販売）による、設計・建築から運営までの一気通貫したサービス提供によって、各地域でのドミナント展開を進め

てまいりました。

 また、当社は自社の営業部隊を持ち、新規拠点開設時には各地で経験を積んだ営業部隊を投入し、紹介会社等の力を

借りず自社で顧客を獲得できるよう、地域との関係性づくりに注力しております。また、当社は拠点開設当初から積極

的に告知活動を行い、顧客の紹介元であるケアマネージャーやソーシャルワーカーとの関係づくりに努めております。

具体的には、紹介を受けた入居者の様子を定期的に報告することによって、ケアマネージャーやソーシャルワーカー

等、協力者への情報共有を続けております。また、当社が運営する施設以外のサービス付き高齢者向け住宅や有料老人

ホーム、介護老人保健施設などでの受け入れ困難な方についても相談を受け、可能な限り受け入れを行っております。

これらの活動の結果、現在は開設後１年以上経過した拠点の平均稼働率は96.1％（第13期連結会計年度末時点）であり

ます。

　土地オーナーが施主となって建物を建築する場合においても、当社の上場企業としての信用力により、完成後に一括

借上げを行うことが可能となっております。また、オーナーが建築費用のファイナンスができない場合においても、当

社が開設予定候補地域で土地を買い付け、サービス付き高齢者向け住宅を建築し、事業運営することや、他の事業者に

売却することが可能となっております。自社保有する「アンジェス」の売却については、当社に介護運営を残した状態

で所有権を外部オーナーへと売却し、当社グループではその売却資金を使って新規に「アンジェス」を自社建築して運

営棟数を増やしていくことで、財務健全性を維持しながら新規開業資金を確保しております。

　また2022年には岐阜県（初進出）で２棟、大阪府（初進出）で１棟の計３棟87室の新規開設となり、新規エリアへの

拠点展開が進みました。2023年は２棟106室の新規開設を予定しております。関東案件が増えており、引き続き、関東

エリアには注力してまいります。また、2023年より訪問看護事業の立ち上げを計画しており、診療報酬の収益計上によ

る第三の収益の柱を育てていくこととしております。2024年以降は、毎年５棟もしくは150室の開設を目標に設定して

おります。

 

（３）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

 当社グループは、持続的な成長による企業価値の向上を目的として、業績の拡大に向けて重要な指標となる毎年の新

規開設居室数、並びに収益力の向上及び経営の効率化において重要な指標となる売上高経常利益率を経営上の目標の達

成状況を判断するための重要な指標と位置づけ、各経営課題の改善に取り組んでおります。新規開設居室数は、年間５

棟又は150室の増床を目標としています。

また、当社グループは、サービス付き高齢者向け住宅の運営においては、各部門の適正な運営の数値化を図って指導

し、経営の安定化を図っております。そのため、訪問介護の利用単価（訪問介護の年間売上額÷年間の延べ賃貸借
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数）、稼働率（賃貸借契約数÷総提供可能居室数）、人件費率（労務費÷介護収入（介護保険関連収入＋サービス付き

高齢者向け住宅における生活支援関連収入））についても経営上の重要指標と認識しております。

 

（４）経営環境

　当社グループが所属する国内の介護業界におきましては、高齢化がさらに進み、介護サービスの需要は高まっているも

ののサービスを担う人材の十分な確保が難しいことや、新型コロナウイルスの影響もあり、2022年度は介護事業者の倒産

件数が過去最高の水準となりました。有効求人倍率も引き続き高く、依然として人材確保が介護事業者の大きな経営課題

になっております。これら介護人材の不足に対しては、国の施策として2022年２月より、「介護職員処遇改善支援補助

金」の制度が新たに創設されることとなり、その制度を踏襲する形で2022年10月より、「介護職員等ベースアップ等支援

加算」が新設され、介護スタッフを中心として３つ目の処遇改善制度が開始されることとなりました。当社も管理者を中

心に還元の強化や賞与回数年４回を維持し、人材確保と定着のための環境を整備することに努めております。

　65歳以上の高齢者人口は2022年９月15日時点推計で3,627万人、75歳以上の後期高齢者人口は2025年には2,180万人とな

る見込みですが、65歳以上の高齢者のみの単独世帯、いわゆる独居老人の世帯数は742万７千世帯、要介護者と同居して

いる全世帯のうち、要介護者と介護者の双方が65歳以上の世帯、いわゆる老老介護世帯の割合は59.7％となっております

（出典：「統計からみた我が国の高齢者-「敬老の日」にちなんで-」（総務省統計局）令和４年９月18日、「令和４年版

高齢社会白書」（内閣府）、「2021年　国民生活基礎調査の概況」（厚生労働省））。また、要介護（要支援）認定者数

は、2022年12月には696万人となっており、介護需要はますます高まる見込みです（出典：「介護保険事業状況報告（暫

定）　令和４年１２月分」（厚生労働省））。そのような中でも、施設・住宅供給数は約172万人分と現時点でも不足感

がある中で、今後、さらに需給ギャップが広がった場合、多くの独居高齢者が出てくることが予見されます（出典：第６

回サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会資料「高齢者の住まいに関する現状と施策の動向」（国土交通省）令和４

年２月22日）。

　上記のような環境が予想される中、当社は、「愛ある日々のお手伝い」を経営理念とし、高齢者が終末期まで暮らせる

住居と介護サービスを提供してまいります。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①新規拠点数の確保

　当社グループでは、継続的に新規拠点を開設し、運営棟数を増加させていくことが業績拡大のための課題であると認

識しております。新規拠点の開設が決まれば、当社の営業部隊を投入して稼働率を高めていくことは、過去実績からも

可能であると考えており、まずは新規拠点開設を行っていくことが重要であると考えております。

　株式会社北山住宅販売での毎年の安定的な受注に加え、他社との提携も模索し、新規拠点の開設及び運営棟数の増加

に努めてまいります。

 

②人材の確保と従業員育成

今後、さらなる事業規模拡大を図る上では、主任ケアマネージャー、サービス提供責任者や施設長などの拠点責任者

及び介護有資格者の適時適切な採用及び配置が求められ、人材確保がますます重要な課題となってまいります。

現在、育成部門も兼ねた新規開拓部隊の創設、介護スタッフの待遇改善、資格取得の助成制度の導入や、全国転勤可

能な社員の募集強化、拠点の統廃合の検討等を行っており、引き続き、全国規模での新規拠点開設を見据えた人員体制

づくりに努めてまいります。

 

③リスク管理・コンプライアンスの徹底、スタッフ教育の強化

　介護業界においては、リスク管理・コンプライアンスの徹底とスタッフ教育が最重要課題の一つであります。高齢者

虐待という痛ましい事件や不祥事を絶対に起こさないために、「リスク・コンプライアンス委員会」におけるリスクの

抽出や適切な対応策の検討、介護技術主任による虐待防止研修をはじめとした各種研修の実施等、リスク管理・コンプ

ライアンスの徹底に向けた対策とスタッフ教育の強化は、引き続き実施してまいります。

 

④内部管理体制の強化

質の高いサービスを提供するためには社員・スタッフ１人１人の意識向上を図ること、また安定的に事業を拡大する

ためには内部管理体制のさらなる強化が必要不可欠であると考えております。今後も引き続き、内部通報制度の運用

や、内部監査実施等によりコーポレート・ガバナンスを強化するとともに、情報セキュリティ、労務管理、事故防止を

はじめとするコンプライアンスを含めた内部管理体制の強化に取り組んでまいります。
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２【事業等のリスク】

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりで

あります。

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(１)人員の確保について

当社グループが事業規模を拡大していくためには、新エリアへの進出を続けていく必要がありますが、新エリアへ

進出するためには、管理者、現場の介護スタッフを確保する必要があります。介護業界は慢性的に人手不足といわ

れ、有効求人倍率も高い状況にあります（2022年12月の介護サービスの有効求人倍率は4.01倍。全職業平均は1.35

倍。出典：「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」（厚生労働省））。そのため、当社は、介護スタッフの待遇

改善、全国転勤や全国の宿泊出張可能な社員の確保に取り組んでおります。また、経験の浅い介護スタッフでも安心

して継続して働けるように、定期的な教育・研修の場を設けて、スタッフ定着率の向上に努め、未経験の無資格者に

対しても、雇用後、資格取得支援を行い戦力化を図っております。

　新規開設後、近隣で近い時期に複数拠点を開設するドミナント展開を行うことでオープニングスタッフを中心に人

員をエリア単位で充足させ、その中から次期管理者候補を育成し、次の開設へ繋げていくなど、ドミナント展開を行

いながら人員確保におけるリスクをコントロールしております。また、開設時期が毎年異なり、中途採用者がメイン

となっていることから、2019年４月から新卒採用を開始し、中長期的な人材育成にも取り組んでおります。しかしな

がら、十分に介護スタッフが確保できず、人員不足によって新規拠点の開設時期が遅れることや、開設後に入居受け

入れを制限する事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当該リスクは、エリアや拠点展開先の地域によって程度に差はありますが、基本的には１拠点単位で発生す

るリスクであります。また、現時点では、求人活動及びその状況によって、近隣拠点からの応援体制によりカバーす

ることが可能であり、当該リスクへの対応策に取り組んでおります。

 

(２)介護保険法の改正について

 訪問介護事業、居宅介護支援事業は介護保険法に基づき事業を行っております。介護保険法及び介護報酬は３年ご

とに改定されます。前回の介護報酬改定は2021年４月であり、次回改定は2024年４月となっております。当社で現在

取得している「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」「介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）」「介護職員等ベースアップ等

支援加算」は従業員の処遇改善に直結しております。今後の改正において、これら処遇改善加算が減額される方向と

なり、当社持ち出しによる人件費の増加が発生した場合、また、基本報酬の大幅減額が実施される場合、新たな減算

が開始される場合、介護保険サービスの利用方法に制限がかけられる場合、新たな規制が発生した場合や人員基準変

更等で有資格者の雇用が義務付けられる場合など、法改正の動向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

　当該リスクは当社の介護事業の売上の約55％を占める介護保険収入に関連するものであることから、当社グループ

全体の業績に影響を与えますが、当社では収益の分散化によってリスク低減を図っております。また、当社は一定の

規模に成長してきたことで、業務標準化による効率的な運営等が行える体制を目指しており、今後も継続して取り組

んでまいります。

 

(３)食中毒や感染症について

　当社の運営する建物内では、日ごろから、換気・手洗い・手指消毒の励行等の感染防止対策をとっておりますが、

外部からの訪問者によって、新型コロナウイルス感染症、インフルエンザやノロウイルス等を持ち込まれてしまい

「アンジェス」において利用者や従業員の間で集団感染が発生する可能性があります。また、当社が運営するサービ

ス付き高齢者向け住宅においては、利用者に対し食事を提供しておりますが、厨房の整理・整頓及び食材の安心・安

全な調達・調理に取り組んでいるものの、万が一、喫食された利用者の中から食中毒が発生した場合や、集団感染が

広がった場合には、営業停止等の行政処分や顧客離れ等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　当該リスクは、事業への影響としては、１拠点単位の収益に影響を及ぼすものであります。特に、近況においては

新型コロナウイルス感染症が拡大しておりますが、万一、当社が運営するサービス付き高齢者向け住宅でクラスター

が発生した場合は、その拠点については、終息するまでの一定期間、売上が減少する可能性があり、その後の営業活

動に際しては風評リスクが発生する可能性が生じます。

　なお、当社では、訪問介護部による感染予防のための研修、全社統一の感染予防対策をとるなど、これら感染症対

策については既に可能な限りの予防策を講じております。
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(４)事業のための指定等について

 当社が行っている介護事業は、主に介護保険法に基づく介護サービスが中心であり、同法及び関連諸法令の規制を

受けます。介護サービスを行うには、サービス毎に都道府県等自治体の指定を受ける必要があります。介護事業の運

営を続けていく上では、常時、運営基準・設備基準・人員基準等の各種基準を充足しておく必要があります。また、

サービス付き高齢者向け住宅の登録・更新にも要件があります。

　これらが遵守できていないと行政に判断された場合、介護報酬の返還又は減額、新規受け入れ停止、最も厳しい処

分としては指定取消が行われる可能性があります。当社では、内部監査での確認、各部門上長による書類の確認、定

期的な研修等で法令遵守に注力しておりますが、行政によって法や基準への判断・解釈が異なる、いわゆる「ローカ

ルルール」が存在するため、当社で実施するリスクコントロールが機能せず、運営に不備があり何らかの指摘や指導

を受けることとなった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　具体的な各サービスと根拠法令、主な指定・登録取消事由については下記の一覧をご参照下さい。

サービス名 所管官庁等 根拠法令等 有効期間
主な指定・登録

取消事由

訪問介護 厚生労働省

・介護保険法

都道府県、政令指定都市及び中核市が事

業の指定権者となります。

６年間
介護保険法第77条

(指定の取消し等)

居宅介護支

援
厚生労働省

・介護保険法

都道府県、政令指定都市及び中核市が事

業の指定権者となります。

なお、居宅介護支援については、2018年

４月以降の指定権者は市区町村になって

おります。

６年間
介護保険法第84条

(指定の取消し等)

介護予防・

日常生活支

援

厚生労働省
・介護保険法

市区町村が事業の指定権者になります。
６年間

介護保険法第115条

の45の９

(指定事業者の指定

の取消し等)

サービス付

き高齢者向

け住宅

国土交通省

・高齢者住まい法

都道府県、政令指定都市及び中核市が登

録先となります。

５年間

高齢者住まい法第

26条

(登録の取消し)

 

　また、不動産事業に係る許認可は以下のとおりであります。

許認可等の名称 有効期間 規制法令
主な免許・登録

等取消事由

特定建設業（建築工事業許可） 京都府知事（特-４）第34856号

2022年５月１日～2027年４月30日

建設業法 第29条

宅地建物取引業（免許） 国土交通大臣（5）第6098号

2020年12月５日～2025年12月４日

宅地建物取引

業法

第66条

一級建築士事務所（登録） 京都府知事登録第03136号

2020年７月３日～2025年７月２日

建築士法 第26条

　なお、当社では、これまで行政処分を受けた事実はなく、これらのリスクコントロールに取り組んでまいりました

が、行政から何らかの指導を受ける事態が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(５)その他の法改正について

 当社は、従業員数が多く24時間365日運営を行う労働集約型の事業形態であり、「労働基準法」の改正による影響

を強く受けるものであります。また、高齢者住宅事業に関しては、関連法令が「介護保険法」、「高齢者住まい

法」、「老人福祉法」、「消防法」、「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」等の多岐にわたります。行政

から何らかの指導を受ける事態が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(６)競合について

 日本において高齢者数は増え続けており、介護関連ビジネス市場は今後も拡大が予測されております。また、サー

ビス付き高齢者向け住宅は、高齢者の住居の供給確保のため、期間が限定された建築への補助金も導入されており、

有望事業と目されております。そのため、同業事業者や異業種企業からの新規参入が多く、今後も増加傾向が続くと

予想されます。当社が拠点開設したエリアで、このような新規参入と既存事業者の施設増設による競合が激化した場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(７)顧客が高齢者であることについて

 当社の顧客は、主として要介護認定、要支援認定を受けている高齢者であり、例えば、入居者の一人に急病による

入院、急逝、居室内での転倒骨折による入院や、要介護度の変化による特養への転居などが発生した場合、当該入居

者へ一時的にサービス提供が行えなくなり、入院であれば退院まで、退去であれば次の顧客のサービス利用開始まで

の間の売上が発生しなくなる場合があります。これらの事態については、過年度の発生状況を考慮に入れた事業計画

を策定しておりますが、想定以上に多くの事態が重なった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(８)訴訟リスクについて

　当社は、本書提出日現在において提起されている訴訟はありません。今後も、細心の注意を払いリスク管理体制の

整備と改善に努めてまいりますが、当社が主とする事業である介護事業においては、どれだけの注意を払っても介護

事故は一定の確率で発生します。当社で加入している「包括職業賠償責任保険」にて対応可能と考えてはおります

が、万が一、介護中の事故による死亡事故等が発生し、遺族による損害賠償請求が提訴された場合には、社会的な評

価の低下、訴訟に係る費用の発生、事業の全部又は一部の継続が困難になる等により、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(９)自然災害について

　当社は、京都府、滋賀県、岡山県、静岡県、兵庫県、愛知県、岐阜県でドミナント戦略による拠点展開を行ってお

り、また、今後は積極的に関東エリアでもドミナント戦略での新規開設を進めることを検討しております。有事に備

えた危機管理体制の整備に努め対策を講じておりますが、万が一、特定の地域で大規模な地震、台風等の災害によ

り、当社の運営する建物や従業員及び利用者が損害を被った場合、また子会社が保有する建物に大規模な修繕が必要

となり多額の費用が必要となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10)情報管理及び個人情報の漏洩について

当社は事業を運営するにあたり、利用者あるいはその家族の重要な個人情報を取り扱っており、管理部門において

は経営情報等の内部情報を保有しております。当社は、個人情報をはじめとした情報の適正な取得及び厳重な管理の

ために、各種規程や研修等を通じて、情報漏洩の防止に取り組んでおります。パソコンの管理にあたっては、ウイル

ス対策ソフトによる保護を実施するほか、一部の部門及び一部の役職者を除き、原則としてノートパソコンなどの電

子機器の持ち出しを禁止しております。また、パソコンや各種システムには起動時のパスワード管理を実施してお

り、第三者が容易に起動させることができない設定となっております。しかしながら、万が一、システム等から個人

情報が外部に漏洩する等のトラブルが発生した場合、損害賠償請求や信用力の低下等により、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(11)テナントの賃貸借契約について

　当社が運営するサービス付き高齢者向け住宅は、オーナーが建設する物件を当社が一括借り上げして、入居者に転

貸するサブリース契約による方式、日本管理センター株式会社がオーナーから一括借り上げを行い、当社が介護運営

会社としてテナントで入る方式の２方式があります。当社が一括借り上げを行う場合、オーナーとの賃貸借契約期間

は基本的に25年間となっております。この間は安定的かつ継続的に事業を運営できるメリットがある反面、解約には

一定の制約があるため、稼働率が著しく低下した場合や、近隣の賃貸住宅の家賃相場が下落し、当社の募集賃料にも

何らかの影響が及んだ場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、解約不能期間を経過

したのちには、何らかの理由により、オーナー側から賃貸借契約書の規定に基づき賃貸解除を申し出られる可能性も

あります。そうなった場合、当社の運営棟数が減少する可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　また、リース会計に係る会計基準の変更や当該会計基準変更にあたっての当社の該当の有無により、建物部分に係

る残リース相当額の貸借対照表への計上に伴う財務比率の悪化や、計上したリース資産の減損処理による利益の減少

又は損失及びそれに伴う財務数値の大幅な変動が発生する可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

(12)特定経営者への依存について

 当社の創業者であり代表取締役社長である北山忠雄は、当社グループの経営方針や事業戦略の立案・決定における

中枢として重要な役割を果たしております。役員への情報共有や権限委譲を進める等、組織体制の強化を図りなが

ら、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進めております。しかしながら、何らかの理由で同氏が当社の業務を

継続することが困難になった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(13)風評等の影響について

　当社では、経営理念と指針を最も重要なものと位置づけ、理念研修、介護研修、人事考課等、様々な機会を通じて

従業員への経営理念等の浸透に努めております。また、利用者本人に加え、その家族、地域の介護事業者、行政、近

隣の医療機関等とも密に連携し、交流を図っていることが業績向上にとって重要なものであると認識しております。

従業員教育や内部監査等で細心の注意を払い、施設及び事業の運営をしておりますが、従業員の不祥事等何らかの事

象が発生したり、当社に関する不利益な情報及び風評が広まった場合には、利用者及びその家族、行政、医療機関等

からの評判・評価が落ち、入居紹介が止まるなどの事態により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(14)有利子負債について

　当連結会計年度末時点における有利子負債残高（リース債務を含む）は13億41百万円、有利子負債依存度は44.3％

となっております。当社グループでは、当連結会計年度末時点において「アンジェス」を６棟保有しており、その資

金は長期借入金でまかなっております。そのため、新規拠点の開設により、有利子負債の水準が上昇する場合があり

ます。当社は、株式会社北山住宅販売で自社保有物件を増やすたびに既に保有している物件を売却するなど、自己資

本比率等を見ながらバランスをとっていく方針であり、有利子負債は一定の水準で推移していく見通しであります。

ただし、事業計画どおりに売却が進まない場合においては、有利子負債の削減が遅れる可能性があります。なお、財

務制限条項付きの借入はありません。

 

(15)新規拠点の開設、受注について

　当社グループは、自社グループのみならず、広く新規拠点開設のための情報を収集し、常に新規案件のための情報

を入手しておりますが、利用者がいる限り、一度開設すると簡単には撤退できないことから、開設の可否判断につい

ては、社内規程に基づき慎重に見極めております。現在は、株式会社北山住宅販売を通じて土地を購入し、同社が建

築を行い、完成後、満室稼働にしたのちに販売するという事業スキームも含めて拠点数を増やしていく方針ではあり

ますが、新規拠点の開設については、オーナーの意向、融資を実施する金融機関の動向等にも影響されることから、

新規拠点の開設・受注ができない、又は、新規拠点数が計画よりも下回って推移する可能性があり、将来の運営棟数

が当社の目標よりも下回った場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（16）サービス付き高齢者向け住宅建築補助金の廃止・制度変更について

　サービス付き高齢者向け住宅に関しては、本書提出日現在、建築費の約１割が補助金として建築主に交付される政

策的優遇措置が取られておりますが、これは毎年予算編成によって上限や継続が判断されます。2025年度までは同制

度の存続は決定しておりますが、将来、本補助金が廃止・制度変更となった場合、進行中の案件が一部、建築主の方

針で中止となるリスクがあります。しかし当社グループの建築においては、本補助金が廃止・制度変更となった場合

でも、大手ハウスメーカー等と比較しても受注価格が安価なため、影響は限定的であると考えているほか、2025年度

以降も、サービス付き高齢者向け住宅の提案から住宅型有料老人ホームへの提案へと切り替えること等の対応で、リ

スク回避をすることが可能であると考えております。しかしながら、本補助金の廃止・制度変更が発生した場合は当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(17)建築及び不動産販売の期ずれについて

　当社グループの株式会社北山住宅販売は、主としてサービス付き高齢者向け住宅の建築及び自社物件の「アンジェ

ス」を外部オーナーに販売する不動産販売等を行っております。建築における売上計上は、工事の進捗度に応じて

行っております。建築工事については、予期できない理由により工期の延長等があった場合、売上計上時期が遅れる

可能性があります。また、不動産販売においても、オーナーの事情等で当初計画よりも販売時期が遅れた場合、売上

計上が期ずれとなる可能性があり、これらの事象が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(18)新規拠点の単一年度への開設集中について

　当社グループは、拠点数を増やして事業を拡大するビジネスモデルをとっております。新規拠点を開設する際に

は、一定の期間は費用先行となる赤字期間が生じることとなります。そのため、単一年度に多数の拠点の開設が重

なった場合は業績の下押し圧力となり、その年度の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(19)固定資産の減損等について

当社グループは、業績動向によっては、固定資産の減損会計の適用に伴う損失処理が発生することがあり、その場

合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。減損処理が発生しないよう拠点単位での収益管理を行

い、施設長に収支の責任を持たせ、収益性が悪化している拠点については積極的に対策を講じますが、万が一、不採

算拠点の増加や閉鎖が集中した場合や、また、当社グループが保有する「アンジェス」の減損処理が必要となり多額

の減損損失が発生した場合は、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(20)支配株主との関係について

　当社の支配株主である北山忠雄は、当社の創業者であり代表取締役社長であります。本書提出日現在、北山忠雄並

びに同氏の二親等内の親族の所有株式数を含めると発行済株式総数の61.6％を所有しております。

　北山忠雄は、安定株主として引き続き一定の議決権を保有し、その議決権行使にあたっては、株主共同の利益を追

求するとともに、少数株主の利益にも配慮する方針を有しておりますが、何らかの事情によりこれらの当社株式が売

却され、同氏の持分比率が低下した場合には、当社株式の市場価格及び議決権行使の状況等に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(21)その他のリスクについて

　上記のほか、外部からの犯罪行為、SNSへのネガティブな書き込み等が発生することで、社会的信頼が失墜し、そ

の対応のためのコストの発生により、当社グループの業績又は株価に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は

次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、2022年１月からオミクロン株の国内感染者数の急増によるまん延防止等

重点措置が実施され、再び経済活動への制限が課されました。同措置は３月には解除されておりますが、新型コロ

ナウイルスの世界的感染拡大の長期化による供給網の混乱に加え、ロシア・ウクライナ情勢、急激な円安の進行等

により、資材・エネルギー価格の高騰によるインフレの長期化も懸念され、経済情勢は、依然として先行き不透明

な状況が続いております。

　介護業界におきましては、高齢化がさらに進むことで介護サービスの需要は高まっているものの、2022年の介護

事業所の倒産件数は過去最多となりました。サービスを担う人材の十分な確保が難しい状況は続いており、人材確

保が介護事業者の大きな経営課題になっております。当社は「介護職員処遇改善加算」「介護職員等特定処遇改善

加算」「介護職員等ベースアップ等支援加算」等の制度を活用し、事業所の管理者を中心とした還元の強化と、職

員からの紹介手当の拡充を実施し、人材確保と定着のための環境を整備することに努めてまいりました。

　このような状況の下、当社グループは当連結会計年度においては、特に各拠点での新型コロナウイルス対策に注

力してまいりました。また、年間３棟87室の新規開設を行い、着実な増床を図ってまいりました。当連結会計年度

末時点では31棟979室の運営となっており、全社稼働率は89.7％、開設後１年以上経過拠点に限っては稼働率が

96.1％となっております。

　第４四半期には、新型コロナウイルスの影響も一部ありましたが、既存拠点の着実な利益の積み上げにより、売

上高及び各段階利益は前期実績を上回って着地しました。

　以上の結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

a.財政状態

ⅰ.資産

　当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べ１億50百万円増加し、30億30百万円となりました。

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億74百万円減少し、16億17百万円となりまし

た。これは主として、現金及び預金の増加２億13百万円、販売用不動産の減少３億96百万円があったことによるも

のであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ３億25百万円増加し、14億12百万円となりまし

た。これは主として、拠点開設等による建物及び構築物（純額）の増加２億16百万円、建設仮勘定の増加１億27百

万円に対し、土地の減少44百万円等があったことによるものであります。

 

ⅱ.負債

　当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べ６百万円減少し、19億45百万円となりました。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ２億16百万円増加し、９億46百万円となりまし

た。これは主として、短期借入金の増加１億50百万円及び未払費用の増加34百万円があったことに対し、工事未払

金の減少17百万円及び１年内返済予定の長期借入金の減少12百万円があったことによるものであります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ２億23百万円減少し、９億99百万円となりまし

た。これは主として、長期借入金の減少２億23百万円があったことによるものであります。

 

ⅲ.純資産

　当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ１億57百万円増加し、10億84百万円となりまし

た。これは、親会社株主に帰属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加１億57百万円によるものでありま

す。
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b.経営成績

　当連結会計年度における売上高は、41億１百万円（前年同期比20.6％増）、営業利益は１億93百万円（同12.3％

増）、経常利益は２億46百万円（同31.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は１億57百万円（同14.1％増）

となりました。

　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

 

ⅰ.介護事業

　介護事業におきましては、当連結会計年度において、新たに３拠点を新規開設いたしました。８月に岐阜県岐阜

市に「アンジェス岐阜岩地」を、11月に大阪府枚方市に「アンジェス枚方」を、12月に岐阜県岐阜市に「アンジェ

ス岐阜南鶉」を新規開設しております。

　その結果、当連結会計年度の売上高は33億45百万円（前年同期比４億83百万円増）、セグメント利益は１億57百

万円（同42百万円増）となりました。

ⅱ.不動産事業

　不動産事業におきましては、当連結会計年度において、自社保有物件アンジェス加古川及びアンジェス長浜の

オーナーチェンジのための販売等による売上を計上しております。

　その結果、当連結会計年度の売上高は７億56百万円（前年同期比２億16百万円増）、セグメント利益は95百万円

（同31百万円減）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて２億

11百万円増加し、10億77百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、８億12百万円（前年同期は４億62百万円の獲得）とな

りました。これは主として税金等調整前当期純利益２億46百万円、減価償却費69百万円、棚卸資産の減少額５億25

百万円、売上債権及び契約資産の減少額26百万円等の増加要因に対し、法人税等の支払額67百万円等の減少要因が

あったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、５億10百万円（前年同期は５億23百万円の使用）とな

りました。これは主として、有形固定資産の取得による支出４億95百万円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、90百万円（前年同期は５億23百万円の獲得）となりま

した。これは主として、長期借入れによる収入４億円、短期借入金の純増減額１億50百万円、長期借入金の返済に

よる支出６億35百万円によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当社グループでは生産活動を行っていないため、該当事項はありません。

 

ｂ．受注実績

　当連結会計年度の不動産事業の建築請負業務における受注実績は次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

不動産事業 101,110 △26.1 4,500 △23.6

合計 101,110 △26.1 4,500 △23.6

（注）上記の業務以外については、受注実績の記載になじまないため、記載をしておりません。
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ｃ．販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

介護事業 3,345,409 16.9

不動産事業 756,166 40.2

合計 4,101,575 20.6

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

滋賀県国民健康保険団体連合会 419,524 12.3 505,284 12.3

株式会社センターロード 184,409 5.4 477,077 11.6

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

 

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、経営者の判断に基づく会計方針の選択・適用、資産・負債

及び収益・費用の報告金額並びに開示に影響を与える見積りが必要であり、これらの見積りは、合理的な基準に基

づいて実施しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があ

ります。

 

②経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.財政状態に関する認識及び分析・検討内容

　「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(１) 経営

成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 

b.経営成績に関する認識及び分析・検討内容

（売上高）

　当連結会計年度における売上高は41億１百万円（前連結会計年度は34億円）となりました。介護事業において

は、前連結会計年度に新規開設した４拠点の稼働率アップに加え、当連結会計年度においても、アンジェス岐阜岩

地、アンジェス枚方、アンジェス岐阜南鶉の３棟を新規開設したことによるものであります。不動産事業において

は、自社保有物件アンジェス加古川及びアンジェス長浜のオーナーチェンジのための不動産販売を実施しておりま

す。

 

（売上原価、売上総利益）

　当連結会計年度における売上原価は34億15百万円（前連結会計年度は28億１百万円）となりました。これは主

に、入居者数の増加に伴う労務費の増加及び不動産事業における不動産販売原価の増加等によるものであります。

この結果、売上総利益は６億85百万円（前連結会計年度は５億99百万円）となりました。
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（販売費及び一般管理費、営業利益）

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は４億92百万円（前連結会計年度は４億27百万円）となりまし

た。これは主に、管理部門の強化による人件費の増加等によるものであります。この結果、営業利益は１億93百万

円（前連結会計年度は１億72百万円）となりました。

 

（営業外収益、営業外費用、経常利益）

　当連結会計年度における営業外収益は74百万円（前連結会計年度は64百万円）となりました。これは主に、介護

職員処遇改善支援補助金の増加等によるものであります。営業外費用は21百万円（前連結会計年度は49百万円）と

なりました。これは主に、前連結会計年度に計上した上場関連費用の減少等によるものであります。この結果、経

常利益は２億46百万円（前連結会計年度は１億87百万円）となりました。

 

（特別利益、特別損失）

　当連結会計年度及び前連結会計年度において特別利益及び特別損失の計上はありませんでした。

 

（親会社株主に帰属する当期純利益）

　当連結会計年度における法人税等は88百万円（前連結会計年度は49百万円）となりました。この結果、親会社株

主に帰属する当期純利益は１億57百万円（前連結会計年度は１億38百万円）となりました。

 

c.キャッシュ・フローに関する認識及び分析・検討内容

　「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）経営成

績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

　③経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　２　事業等のリスク」をご参照下さ

い。

 

　④資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金需要の主なものは、運転資金、拠点開設の際の初期費用及び設備資金であります。運転資金

のうち主なものは、売上原価に計上している拠点従業員の労務費等であります。運転資金及び拠点開設の際の初期

費用は自己資金で、新規拠点の土地・建物取得のための設備資金については長期借入金で調達することを基本とし

ております。なお、当社グループは当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は10億77百万円であり十

分な資金流動性を有していると判断しております。

 

　⑤経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等の分析

　当社グループは、新規開設居室数、売上高経常利益率、訪問介護の利用単価、稼働率及び人件費率を経営成績に

影響を与える重要な経営指標として捉えております。

 

a.新規開設居室数

当連結会計年度における新規開設居室数は87室（前連結会計年度は146室）となりました。目標の新規開設居室

数150室を大幅に下回ったのは、豪雪地帯に開設するアンジェス彦根河瀬（50室）の開設時期を2022年から2023年

に遅らせたためであります。

新規拠点を開設し運営居室数を増やすことが当社グループの業績拡大に重要であることから、新規開設居室数を

重要な経営指標として捉えており、毎年５棟もしくは150室の開設を目標としております。

 

b.売上高経常利益率

当連結会計年度における売上高経常利益率は6.0％（前連結会計年度は5.5％）となりました。2021年12月期に新

規開設した４棟の稼働率が向上したことで、３棟の新規開設費用をカバーし、不動産事業の２件の不動産販売もあ

り、当社グループ全体として売上高経常利益率が向上しました。

　当社の事業は労働集約型であり、助成金等を活用した営業外収益が上がることや、連結子会社が賃貸物件を保有

しており営業外費用として利息が発生していることを踏まえ、売上高経常利益率を重要な経営指標として捉えてお

ります。
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　c.訪問介護の利用単価

　当連結会計年度における訪問介護の利用単価は172,575円（前連結会計年度は172,247円）となりました。2021年

以降に新規開設した拠点の稼働が軌道に乗り、平均単価が若干上昇したことが主な要因であります。訪問介護の利

用単価は、訪問介護の年間売上額÷年間の延べ賃貸借数で計算しております。

　介護事業の売上の約52％が訪問介護収入であり、この売上額について、年度毎や拠点毎の単価の推移を見ていく

ことが当社グループにとって重要であると考えていることから、訪問介護の利用単価を重要な経営指標として捉え

ております。

 

　d.稼働率

　当連結会計年度における開設後１年経過した拠点の平均稼働率は96.1％（前連結会計年度末は96.7％）と、前年

比で0.6ポイント悪化しておりますが、第４四半期の新型コロナウイルスの影響を受けたものであり、一時的なも

のであります。理念に基づき看取りまで行う介護運営を続け、入居者の紹介元に対して継続的にご挨拶回りを行っ

ており、当社の特徴である営業活動の成果を図る上で重視しております。稼働率は、「賃貸借契約数÷総提供可能

居室数」で算出しております。

　稼働率が売上に直結し、利益を上げるための重要なポイントであることから、稼働率を重要な経営指標として捉

えております。

 

　e.人件費率

　当連結会計年度における人件費率は66.6％（前連結会計年度は67.6％）と、前年比で1.0ポイント減少しており

ます。人件費率の減少は、人員配置の効率化を進めたこと等によるものであります。人件費率は、労務費÷介護収

入（介護保険収入＋サービス付き高齢者向け住宅事業の生活支援費売上）で算出しております。

　当社の事業は労働集約型であり、効率的に人件費が売上を生んでいることが経営上重要であることから、人件費

率を重要な経営指標として捉えております。
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４【経営上の重要な契約等】

　当社は、介護事業、不動産事業それぞれにおいて、日本管理センター株式会社のパートナー制度に加入しておりま

す。また、当社がサービス付き高齢者向け住宅「アンジェス」シリーズを展開する上で、土地・建物について、当社が

一括借上げを行う場合と、日本管理センター株式会社が一括借上げを行い、当社が転貸を受ける場合があります。

　日本管理センター株式会社との各契約の概要は次のとおりであります。

 

契約会社名 相手方の名称 契約書名 契約期間 契約内容 解約に関する事項

株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ
日本管理セン

ター株式会社

JPMCふるさぽ

パートナー加

入契約書

2012年４月

１日から

2017年３月

31日

（それ以後

は５年毎の

自動更新）

高齢者住宅を運

営するにあたり

「高齢者専用賃

貸住宅一括借上

システム」を当

社が利用する権

利の許諾

６ヶ月前申出で解約可能

ただし、当社運営の当該シ

ステム適用のサービス付き

高齢者向け住宅の賃貸借契

約期間中は、本契約は解約

できない

株式会社

北山住宅販売

日本管理セン

ター株式会社

JPMCシルバー

パートナー加

入契約書

2011年４月

１日から

2016年３月

31日

（それ以後

は５年毎の

自動更新）

「高齢者専用賃

貸住宅一括借上

システム」契約

物件の建築を株

式会社北山住宅

販売が受注する

権利の許諾

３ヶ月間の予告期間をもっ

て解約を申し出ることで、

解約可能

株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ
日本管理セン

ター株式会社

土地建物賃貸

借契約書

（注）

各引渡日か

ら25年６ヶ

月間

各「アンジェ

ス」の転貸契約

６ヶ月前又は12ヶ月前申出

で解約可能

（注）上記の「土地建物賃貸借契約書」を結んでいる拠点（「アンジェス」）は、本書提出日現在で「中庄」「彦根

城」「北畝」「浜松中沢」「長田」「静岡東新田」「宇治木幡」「姫路」「西焼津」「一宮奥町」「相模原」

「みよし」の12拠点であります。解約時期は契約時期によって異なります。

 

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資の総額は、521,309千円であります。セグメント別の内訳は、次のとおりであり

ます。

（介護事業）

　当連結会計年度において、新規開設拠点の備品等、総額27,371千円の設備投資を行いました。

（不動産事業）

　当連結会計年度において、自社保有物件として「アンジェス岐阜岩地」や「アンジェス岐阜南鶉」の建設等、総額

493,937千円の設備投資を行いました。

 

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

　（１）提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年12月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（千円）

構築物

（千円）

車両運搬具

（千円）

工具、器具及

び備品

（千円）

 
その他

（千円）

合計

（千円）

本社

(京都市西京区)
介護事業 統括業務施設 － － 961 97 13,718 14,776 21(3)

アンジェス篠

他４拠点（京都府）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 195 1,762 － 1,957 49(27)

アンジェス守山

他８拠点（滋賀県）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
771 － 759 4,339 － 5,871 94(47)

アンジェス加古川

他１拠点（兵庫県）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 219 970 － 1,189 35(18)

アンジェス大元

他３拠点（岡山県）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 48 292 － 341 48(14)

アンジェス浜松中沢

他４拠点（静岡県）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
147,085 4,559 376 8,263 437 160,722 63(22)

アンジェス一宮奥町

他１拠点（愛知県）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 204 2,834 － 3,039 28(11)

アンジェス岐阜岩地

他１拠点（岐阜県）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 1,858 5,545 － 7,403 16(2)

アンジェス相模原

（相模原市緑区）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 195 1,050 － 1,245 13(3)

アンジェス枚方

（大阪府枚方市）
介護事業

サービス付き高齢

者向け住宅
－ － 942 2,662 － 3,605 8(1)

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外書きで記載

しております。

３．アンジェス神照、アンジェス岐阜岩地、及びアンジェス岐阜南鶉については土地・建物を、アンジェス大元及

びアンジェス篠については建物を連結子会社から賃借しております。「（２）国内子会社」をご参照下さい。
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４．当社の事業所は全て賃借しております。連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりでありま

す。

セグメントの名称
所在地

（拠点数）
設備の内容

年間賃借料又はリース料

（千円）

介護事業

滋賀県

（８拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 111,352

京都府

（４拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 69,491

岡山県

（３拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 49,315

静岡県

（４拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 84,556

兵庫県

（２拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 45,523

愛知県

（２拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 41,450

神奈川県

（１拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 19,077

大阪府

（１拠点）
サービス付き高齢者向け住宅 300

 

　（２）国内子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年12月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

車両運搬
具

（千円）

工具、器
具

及び備品
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

建設仮勘
定

（千円）

合計
（千円）

株式会社

北山住宅販売

本社

(京都市西京区)

本社（全社資

産等）
統括業務施設 33,989 2,865 506

62,577

(133.29)
－ 99,938 7(－)

株式会社

北山住宅販売

アンジェス篠

(京都府亀岡市)
不動産事業

サービス付き高

齢者向け住宅
93,239 － 0

－

(－)
－ 93,239 －

株式会社

北山住宅販売

アンジェス神照他

２拠点

（滋賀県）

不動産事業
サービス付き高

齢者向け住宅
145,367 － 4,916

118,217

(3,366.13)
159,693 428,193 －

株式会社

北山住宅販売

アンジェス大元

（岡山市北区）
不動産事業

サービス付き高

齢者向け住宅
75,689 － 0

－

(－)
－ 75,689 －

株式会社

北山住宅販売

アンジェス岐阜岩

地他１拠点

（岐阜県）

不動産事業
サービス付き高

齢者向け住宅
340,783 － 14,766

88,198

(2,640.03)
－ 443,748 －

株式会社

北山住宅販売

アンジェス宇都宮

砥上（仮称）

（栃木県）

不動産事業
サービス付き高

齢者向け住宅
－ － －

－

(－)
709 709 －

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の

平均人員を（）外書きで記載しております。

３．アンジェス大元、アンジェス篠、アンジェス神照、アンジェス岐阜岩地、アンジェス岐阜南鶉には、当社の従

業員が勤務しており、アンジェス大元の従業員数は19(3)人、アンジェス篠の従業員数は21(5)人、アンジェス

神照の従業員数は19(4)人、アンジェス岐阜岩地の従業員数は13(1)人、アンジェス岐阜南鶉の従業員数は12

(1)人です。

４．建物及び構築物、工具器具及び備品、土地はすべて当社へ貸与しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設等

 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達方

法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力
総額

（千円）

既支払額

（千円）

株式会社

北山住宅販売

アンジェス彦根河瀬

（滋賀県彦根市）
不動産事業

土地、建物

等

420,000

（注）２
211,184

自己資金及

び借入金

（注）３

2021年10

月

2023年５月

（注）２

50室

（予定）

株式会社

北山住宅販売

アンジェス宇都宮砥上

（仮称）

（栃木県宇都宮市）

不動産事業
土地、建物

等
536,000 10,721

自己資金及

び借入金

2023年３

月
2023年11月

56室

（予定）

　（注）１．完成後の増加能力は、受入定員である居室数（予定含む）を記載しております。

２．投資予定金額総額を310,000千円から420,000千円に、完了予定年月を2023年２月から2023年５月に変更して

おります。

３．前連結会計年度末から資金調達方法を変更しております。

 

（２）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,500,000

計 4,500,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年３月31日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,528,000 1,528,000
東京証券取引所

（グロース市場）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

計 1,528,000 1,528,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年４月１日

（注）１．
1,215,720 1,228,000 － 98,200 － －

2021年３月18日

（注）２．
300,000 1,528,000 276,000 374,200 276,000 276,000

　（注）１．株式分割（１：100）によるものであります。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　　　　　　　　発行価格　　　　2,000円

　　　　　　　　　引受価額　　　　1,840円

　　　　　　　　　資本組入額　　　　920円

 

（５）【所有者別状況】

       2022年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 13 19 10 6 1,100 1,152 －

所有株式数

（単元）
－ 131 487 237 72 9 14,330 15,266 1,400

所有株式数の割

合（％）
－ 0.86 3.19 1.55 0.47 0.06 93.87 100.00 －
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（６）【大株主の状況】

  2022年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

北山忠雄 京都市西京区 498,000 32.59

北山優吾 京都市西京区 128,000 8.38

北山千賀子 京都市西京区 100,000 6.55

北山裕美 京都市西京区 100,000 6.55

北山雄三 京都市西京区 100,000 6.55

寺田英司 札幌市西区 31,500 2.06

北田翔士 東京都練馬区 30,000 1.96

楽天証券株式会社 東京都港区青山2-6-21 19,600 1.28

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 16,272 1.06

北山由紀子 京都市右京区 15,800 1.03

計 － 1,039,172 68.01
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,526,600 15,266

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株でありま

す。

単元未満株式 普通株式 1,400 － －

発行済株式総数  1,528,000 － －

総株主の議決権  － 15,266 －

 

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。
 
 

２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（数） 価格の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 56 128

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2023年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 56 － 56 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2023年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び売渡による株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社の属する介護業界は現在成長期にあり、将来を見据えた事業の拡大に向け、必要な人材の確保及び新規開設に

係る設備投資等の先行投資を行うため、また迅速な経営判断に備えるために、内部留保の充実が重要であると認識し

ております。そのため、第13期事業年度の配当金については無配としております。また、今後も当面の間は、事業拡

大と内部留保の充実を優先し、無配を続けていく方針であります。

内部留保資金につきましては、経営基盤の長期安定に向けた財務体質の強化及び事業の継続的な拡大・発展を実現

させるための資金として、有効に活用していく所存であります。

将来、剰余金の配当を行う場合は、安定的かつ継続的な配当方針とし、年に１回の剰余金の配当を期末に行うこと

を基本とする予定であり、配当の決定機関は株主総会であります。

なお、当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として、会社法第454条第５項に定める中間配当

をすることができる旨を定款に定めております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主、サービス付き高齢者向け住宅の入居者やその家族等、その他の取引先、従業員、地域社会、行政と

いったステークホルダーとの共存、ステークホルダーに対する価値提供が企業価値の向上につながるとの認識のもと、

これらを実践するために、コーポレート・ガバナンスの強化は経営上の最重要課題の一つとして認識しております。

 

　②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　（a）企業統治の体制の概要

　当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人を設置している他、業務執行上の

審議・決定機関として社長定例報告会、リスクマネジメントの機関としてリスク・コンプライアンス委員会を設置して

おります。

 

　イ．取締役会

　当社の取締役会は、代表取締役社長である北山忠雄が議長を務め、北山優吾、三宅裕介、中村眞里、髙岡まり子、金

澤光司（社外取締役）、吉田誠司（社外取締役）の７名を構成員として、法令・定款に定められた事項及び経営に関す

る基本事項や業務執行に関する重要事項の決議を行っております。取締役会設置会社として、取締役会を通じた取締役

相互の監督と協議により各取締役の職務執行の監督を行うとともに、社外取締役による専門的かつ第三者視点による監

督、監査役による監査を通じて、法令・定款、社内諸規則のみならずコンプライアンスやその他の企業倫理を遵守する

ため、当該体制を採用し、各種の施策を構築・実施しております。定例取締役会は、原則として月１回、緊急議案が発

生した場合には臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定が可能な体制を構築しております。

 

　ロ．監査役会

　当社の監査役会は、常勤監査役である日原直人（社外監査役）が議長を務め、松室伸二（社外監査役）、武田久美

（社外監査役）の３名を構成員としております。監査役は、社長及び取締役との定期的な意見交換、本社及び各拠点で

の取締役及び従業員への業務執行状況やその課題等についての聞き取り、業務証跡となる証憑の閲覧、職務実施状況の

視察等を通じて、取締役、従業員の職務執行状況の監査を行っており、重要な法令等の違反の防止・発見に努めており

ます。監査役会は原則として月１回、緊急議案が発生した場合には臨時監査役会を開催し、迅速な監査上の判断が可能

な体制を構築しております。また、内部監査人連絡会で内部監査人による監査計画やその結果の聴取、内部監査人との

意見交換をしております。会計監査人に対しては、監査方針・監査計画の聴取、監査への立ち合い、監査報告の受領を

行うことにより、三様監査で共有された情報を活用し、自らの監査の実効性向上を図っております。

 

　ハ．会計監査人

　当社は、ＰｗＣ京都監査法人と監査契約を締結し、独立した立場から会計監査を受けております。

 

　ニ．社長定例報告会

　当社は、業務執行上の審議・決定機関として、社長定例報告会を設置しております。代表取締役社長である北山忠雄

が議長を務め、北山優吾、三宅裕介、中村眞里、髙岡まり子を構成員とし、常勤監査役である日原直人（社外監査役）

をオブザーバーとし、各部門の業務執行上の課題や業務進捗状況、全社の課題を共有し、対策の審議・決定を行ってお

ります。なお、取締役会に諮るべき議案についても、社長定例報告会で十分な検討等を行ったうえで取締役会に付議し

ており、取締役会における審議の充実と適正な意思決定を確保しております。

　社長定例報告会は、原則として週１回、緊急議案が発生した場合には臨時社長定例報告会を開催し、迅速な意思決定

が可能な体制を構築しております。

 

　ホ．リスク・コンプライアンス委員会

　当社は、リスクマネジメント・コンプライアンスの実効性の向上と、コンプライアンスの維持・向上を図るため、

「リスク・コンプライアンス委員会規程」に基づき、リスク・コンプライアンスに関して一元的に統括するリスク・コ

ンプライアンス委員会を設置しております。代表取締役社長である北山忠雄が委員長を務め、北山優吾、三宅裕介、中

村眞里、髙岡まり子に加え、リスク担当者として６名の従業員を構成員とし、常勤監査役である日原直人（社外監査

役）をオブザーバーとして、原則として四半期に１回、緊急議案が発生した場合には臨時リスク・コンプライアンス委

員会を開催し、迅速な意思決定が可能な体制を構築しております。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制を図示しますと、以下のとおりであります。

 

 

　（b）当該体制を採用する理由

　当社は、社外監査役による経営の監視及び監督機能を適切に機能させることで、経営の健全性と透明性を確保してお

ります。また、取締役会による業務執行の決定と経営の監視及び監督機能を向上させるため社外取締役を選任しており

ます。当社は、社外取締役及び社外監査役の選任により、外部からの客観的視点及び経営監視の中立性が確保されてお

り、経営の監視及び監督機能が適切に機能すると判断し、現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用しております。

 

　③企業統治に関するその他の事項

　イ．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備・運用状況

　当社は業務の適正を確保するための体制として、2020年３月12日開催の取締役会にて「内部統制システム構築の基本

方針」を定める決議を行っており、本書提出日現在その基本方針に基づき内部統制システムの整備・運用を行っており

ます。その概要は以下のとおりであります。

 

（ⅰ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ａ．取締役及び使用人が、法令、定款及び社内諸規則並びに社会倫理を遵守するための規範として「コンプライアン

ス規程」、「リスク・コンプライアンス委員会規程」を制定し、全取締役、全監査役及び使用人に周知するとともに、

監査役監査の実施にあたって、「監査役監査基準」とともに準拠すべき規範とします。

　ｂ．取締役会は、「取締役会規程」、「職務権限規程(職務権限明細表)」、「業務分掌規程」等の職務の執行に関す

る社内規程を整備し、従業員は定められた社内規程に従い業務を執行します。

　ｃ．コンプライアンスの状況について、代表取締役社長及び代表取締役社長より指名されたリスク・コンプライアン

ス委員、各部門のリスク担当者が、リスク・コンプライアンス委員会等を通じて他の取締役及び監査役に対し報告を行

います。リスク担当者又はリスク・コンプライアンス委員は、部門固有のコンプライアンス上の課題を認識し、法令遵

守体制の整備及び推進に努めます。

　ｄ．リスク・コンプライアンスに関する教育研修を適宜開催するとともに、当社における業務執行・判断は常にコン

プライアンス意識を保持したうえで行うべきことを常に意識するよう徹底します。

　ｅ．代表取締役社長直轄の内部監査人を設置し、各部門の職務執行及びコンプライアンスの状況等について定期的に

監査を実施し、その結果及び評価を代表取締役社長及び監査役に報告します。また、社内で発生する法令違反や、法解

釈上疑義のある行為等についての情報収集体制として内部通報制度を構築し、社長室を内部相談窓口、社外の弁護士を

外部相談窓口として設置します。社外からの通報についても、社長室を窓口として定め、適切に対応します。
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（ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　ａ．取締役の職務の執行に係る議事録、記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、法令及び「文書管理規

程」「稟議規程」等に基づき、適切に保存及び管理します。

　ｂ．取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとします。

 

（ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　ａ．取締役会は、コンプライアンス、個人情報その他の情報管理、セキュリティ及びシステムトラブル等の様々なリ

スクに対処するため、社内規程を整備し、定期的に見直すものとします。

　ｂ．「リスク・コンプライアンス委員会規程」にて日常的リスク管理体制及び緊急時のリスク対応の方針及び手順を

定めます。具体的には、リスク管理に関する総括責任者を代表取締役社長とし、リスク・コンプライアンス委員会にお

いてリスク管理の方針、発生時の対応、それらに対する役員及び従業員への周知について協議します。また取締役管理

部長がリスク・コンプライアンス委員会の決定及び総括責任者の指示の下、リスク情報の収集・管理及び対応を行うこ

ととし、全社的に対応又は共有すべきリスク情報について各部門責任者より取締役管理部長及び監査役に対し報告を行

います。

　各部門固有のリスクへの対応に対しては、それぞれの部門にて、研修の実施、対応フロー（マニュアル）の作成・配

布及びOJT等を行うものとします。

　組織横断的リスクの監視及び全社的対応は管理部が行うものとし、緊急時には、代表取締役社長指揮下の対策本部を

設置し、必要に応じて法律顧問等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損害拡大を防止する体制を整え

ます。

　ｃ．内部監査人は、必要に応じて各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報告するものとし

ます。また、取締役会及びリスク・コンプライアンス委員会において定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握

と改善に努めます。

 

（ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　ａ．取締役会は月に１回定期的に、又は必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令に定められた事項のほか、経営理

念、経営方針、中期経営計画及び年次予算を含めた経営目標の策定及び業務執行の監督等を行います。各部門において

は、その目標達成に向けた自部門の行動計画の具体策を立案・実行します。

　ｂ．各部門長は、代表取締役社長の指示の下、取締役会決議及び社内規程等に基づき自己の職務を執行します。

　ｃ．各部門においては、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」に基づき権限及び責任範囲の明確化を図ることで、

迅速かつ効率的に職務を執行します。

 

（ⅴ）当社並びに親会社及び子会社から成る企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

　ａ．子会社の経営については「関係会社管理規程」に基づき、当社に対し事業内容の定期的な報告を行い、重要案件

については事前協議等を行います。

　ｂ．子会社の管理は管理部が行うものとし、必要に応じて当社の取締役もしくは使用人が子会社の取締役もしくは監

査役を兼任し、又は、当社の監査役が子会社の監査役を兼任するものとします。取締役は当該子会社の業務執行状況を

監視・監督し、監査役は当該子会社取締役の職務執行を監査します。

　ｃ．当社の監査役及び内部監査人は、子会社の監査役や管理部門と連携し、子会社の業務執行状況の監査や指導を行

うものとします。当社代表取締役社長は内部監査人からの報告に基づき、又は、当社及び子会社の監査役からの指示に

基づき、必要に応じて子会社に対して業務執行状況についての必要な指導・改善指示を行うものとします。

 

（ⅵ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役は、代表取締役社長に対して、自らの監査業務を補助すべき使用人を指名するよう求めることができます。

 

（ⅶ）上記（ⅵ）の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に

関する事項

　ａ．監査役の職務を補助すべき使用人はその職務に関して、原則として取締役及び部門長の指揮命令を受けないもの

とします。

　ｂ．当該使用人の人事異動及び人事考課については、監査役と取締役との協議によって定めます。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ(E36353)

有価証券報告書

37/93



（ⅷ）監査役への報告に関する体制

　ａ．監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重要な会議に出席し、必

要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることができることとします。

　ｂ．取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に重大な影響を与える事項、内部監査

の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容の報告その他監査役が監査を実施するために必要な情報を収集

できる体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力します。

　ｃ．取締役及び使用人は、監査役からその職務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告しなけ

ればならないこととします。

 

（ⅸ）上記（ⅷ）の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制

　上記（ⅷ）の報告をした者が、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないよう「内部通報規程」に基づ

き、当該報告者を適切に保護しております。

 

（ⅹ）監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行い得る体制とし

ております。

 

（ⅺ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　ａ．監査役は取締役会へ出席し、必要な場合には意見を述べるものとします。また、社長定例報告会やその他の重要

な会議に出席し、法令及び定款・社内諸規則並びに企業倫理・コンプライアンスの観点から必要な意見を述べなければ

ならないものとします。

　ｂ．取締役及び使用人は、法令又は定款に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見した場

合は、速やかに監査役に報告するものとします。

　ｃ．監査役は、内部監査人及び会計監査人と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査人又は会計監査人に

よる監査に立ち会うものとします。

　ｄ．監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、随時法律顧問に専門的な立場からの助言を受け、会計監査業務に

ついては、会計監査人に意見を求めるなど必要な連携をとることとします。

 

　ロ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社の子会社の業務の適正を確保するための体制については、上記「イ．内部統制システムに関する基本的な考え方

及びその整備・運用状況」における「(ⅴ)当社並びに親会社及び子会社から成る企業グループにおける業務の適正を確

保するための体制」に記載のとおりであります。

 

　ハ．リスク管理体制の整備の状況

　当社では、「リスク・コンプライアンス委員会規程」を定め、リスクの早期発見及び損失の最小化に努めておりま

す。リスク・コンプライアンス委員会は原則として四半期に１回開催し、これまでにリスクマップの作成や、開催の都

度、全社的なリスクについての議論・決定を行っています。また、日常業務におけるリスクについては、原則として週

に１回開催される社長定例報告会にて各部門より報告され、対処方法について審議・決定を行っております。日常業務

外のリスクについては、法的な面では弁護士、労務的な面では社労士等の外部専門家に適宜相談し、適切な助言と指導

を受けております。また、リスク情報の収集のため、社内・社外それぞれの内部通報窓口を設け、不正行為等に関する

情報が適時に収集できるよう、体制を構築・運用しております。

 

　④役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険

契約の被保険者の範囲は当社の取締役、監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保

険者の損害賠償金や訴訟費用の損害が填補されることとなります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれな

いようにするため、被保険者による違法行為や、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害賠償金等

が発生した場合には填補の対象としないこととしております。

 

　⑤取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。
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　⑥取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないも

のとする旨定款に定めております。

 

　⑦株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

　イ．中間配当

　当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として、会社法第454条第５項に定める中間配当をすること

ができる旨を定款で定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

　ロ．自己株式の取得

　当社は、経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の

決議によって、市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

 

　ハ．取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役(取締役であったものを含む)及び監査役(監査役であったものを

含む)の会社法第423条第１項の損害賠償責任につき、取締役会の決議をもって、法令の定める限度において免除するこ

とができる旨定款で定めております。これは、取締役、監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的とする

ものであります。

 

　⑧株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

 

　⑨支配株主との取引を行う際における少数株主の保護についての方策

　当社の代表取締役社長北山忠雄は、支配株主に該当しております。当社では原則として、支配株主との取引を行わな

いこととしております。支配株主との間で取引を行う必要が生じた場合には、その取引内容の合理性及び取引条件の妥

当性について一般の取引条件と同様の適切な条件であるか、取締役会において、審議・承認を受けることとしておりま

す。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性3名　（役員のうち女性の比率30.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長
北山　忠雄 1954年９月26日生

1982年１月 きたやま工芸（自営）

1985年４月 株式会社デイム入社

1986年４月 同社取締役

1992年４月 株式会社嵯峨野不動産入社

1994年９月 株式会社エルハウジング　代表取締役社長

1995年11月 株式会社北山住宅販売設立　代表取締役社長（現任）

1997年12月 株式会社北山コーポレーション設立　取締役

2007年３月 株式会社智理積設立　取締役

2010年２月 当社設立　代表取締役社長（現任）
　

（注）２ 498,000

専務取締役 北山　優吾 1985年５月14日生

2008年４月 シャープ株式会社入社

2010年２月 当社設立発起人　取締役

2011年１月 株式会社北山コーポレーション　取締役

2017年７月 株式会社北山住宅販売　取締役（現任）

2017年９月 当社専務取締役（現任）
　

（注）２ 128,000

取締役

管理部長
三宅　裕介 1988年10月21日生

2011年４月 住友信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会

社）入社

2014年１月 当社入社

2017年１月 当社管理部長

2017年７月 株式会社北山住宅販売　監査役

2019年１月 当社取締役管理部長（現任）
　

（注）２ 5,000

取締役

訪問介護部長
中村　眞里 1961年１月21日生

2003年１月 医療法人輝生会入職

2007年１月 社会福祉法人桐生会入職

2010年11月 医療法人社団洛和会（洛和会ヘルスケアシステム）入職

2011年11月 特定非営利活動法人悠悠入職

2012年12月 当社入社

2014年10月 当社訪問介護部長

2015年７月 当社取締役訪問介護部長（現任）
　

（注）２ 5,000

取締役

居宅介護支援

部長

髙岡　まり子 1962年４月４日生

2003年１月 社会福祉法人能登川町社会福祉協議会入職

2013年１月 当社入社

2014年10月 当社居宅介護支援部長

2015年７月 当社取締役居宅介護支援部長（現任）
　

（注）２ 5,000

取締役 金澤　光司 1975年４月23日生

2000年４月 株式会社リクルート入社

2010年10月 来世幸福セレモニー株式会社　代表取締役（現任）

2012年５月 ワールドイズワン株式会社　代表取締役（現任）

2013年８月 株式会社アクセス　代表取締役（現任）

2020年３月 当社取締役（現任）

2021年12月 株式会社フロンティアテクノロジー　取締役（現任）
　

（注）２ －

取締役 吉田　誠司 1965年４月９日生

1997年４月 中村利雄法律事務所　所属

2011年１月 公益財団法人オムロン地域協力基金評議員（現任）

2016年１月 弁護士法人中村利雄法律事務所　代表社員（現任）

2016年６月 京都市第二行政不服審査会　会長（現任）

2021年３月 当社取締役（現任）
　

（注）２ －

常勤監査役 日原　直人 1959年１月18日生

1981年４月 松下電器産業株式会社（現 パナソニック株式会社）入

社

2014年７月 日本アイ・ビー・エム・サービス株式会社（現 日本ア

イ・ビー・エム デジタルサービス株式会社）入社

2019年２月 当社常勤監査役（現任）
　

（注）３ 2,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 松室　伸二 1949年５月１日生

1994年８月 カオスサポート有限会社設立

2001年２月 イシンホーム株式会社（現 株式会社イシン住宅研究

所）入社

2001年３月 同社管理部長

2001年５月 同社取締役

2004年11月 シーシーエス株式会社入社　経理部長代理

2005年８月 同社管理本部長

2005年10月 同社取締役

2007年２月 同社取締役管理本部・内部統制担当

2007年10月 同社常勤監査役

2009年10月 同社取締役

2011年10月 同社取締役兼常務執行役　管理部門担当

2012年８月 同社取締役兼代表執行役専務

2016年９月 ソリッドビジョン株式会社設立　代表取締役

2017年３月 当社監査役（現任）

2018年11月

2022年６月

株式会社WorldLink & Company　取締役

ソリッドビジョン株式会社　取締役（現任）
　

（注）３ －

監査役 武田　久美 1971年１月17日生

1994年４月 株式会社ラピーヌ入社

2001年10月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）入所

2017年７月 武田公認会計士事務所設立　代表（現任）

2020年３月 当社監査役（現任）

2020年９月 株式会社北山住宅販売　監査役（現任）
　

（注）３ －

計 643,000

　（注）１．取締役金澤光司及び吉田誠司は、社外取締役であり、監査役日原直人、松室伸二及び武田久美は、社外監査

役であります。

２．2022年３月30日開催の定時株主総会終結の時から選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。

３．2020年３月30日開催の定時株主総会終結の時から選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。

４．専務取締役北山優吾は、代表取締役社長北山忠雄の二親等内の親族（子）であります。

 

　②　社外役員の状況

　当社では、社外取締役２名及び社外監査役３名を選任しております。

　当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針について特段の定めはあり

ませんが、その選任に際しましては、経歴や当社との関係を踏まえるとともに、一般株主との利益相反が生じることの

ないよう株式会社東京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

　社外取締役金澤光司は、複数の会社を経営する経営者としての知識・経験を有するほか、当社経営陣から独立した立

場で、助言・提言を期待できると判断したことから、社外取締役に選任しております。当人と当社との間には、人的関

係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。また、当人は来世幸福セレモニー株式会社の代表取締

役、ワールドイズワン株式会社の代表取締役、株式会社アクセスの代表取締役、株式会社フロンティアテクノロジーの

取締役を兼任しておりますが、当社と当該会社との間に重要な取引その他の関係はありません。

　社外取締役吉田誠司は、弁護士であり、長年に亘って職務を通じて培われた法律・コンプライアンス等に関する専門

的な知識及び豊富な経験を有しており、当社経営陣から独立した立場で、助言・提言を期待できると判断したことか

ら、社外取締役に選任しております。当人と当社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は

ありません。また、当人は弁護士法人中村利雄法律事務所の代表社員、公益財団法人オムロン地域協力基金の評議員、

京都市第二行政不服審査会の会長であります。これらの法人等と当社との間には特別な関係はありません。

　社外監査役日原直人は、事業会社のシステム・情報セキュリティ部門を中心として培った経験等、これまでに培われ

た豊富な経験から、当社の監査役に相応しいと判断し、社外監査役に選任しております。当人は当社の株式2,000株を

保有しておりますが、当人と当社との間には、これ以外の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。

　社外監査役松室伸二は、長年に亘って管理部門の責任者及び上場企業の取締役、監査役を歴任し、経理・財務及び会

計・コンプライアンスに関する相当程度の知見を有しているものと判断し、社外監査役に選任しております。当人と当
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社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。また、当人はソリッドビジョン株

式会社の取締役を兼任しておりますが、当社と当該会社との間に重要な取引その他の関係はありません。

　社外監査役武田久美は、公認会計士であり、長年に亘って監査法人で事業会社の監査業務に従事してきた見識を活か

して当社の監査機能の実効性を高めることが期待できると判断したことから、社外監査役に選任しております。当人と

当社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

 

　③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

　当社では、社外取締役を２名、社外監査役を３名選任しており、業務執行の迅速な意思決定や透明性を維持する組織

を構築しております。

　社外取締役は、取締役会に出席して必要な情報を収集し、意見を述べるほか、常勤監査役から社外取締役へ監査状況

を月１回報告することや、監査役と情報交換の場を設けることにより、監査役から内部監査・会計監査の情報も収集す

ることで、内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携を図っております。

　社外監査役は、取締役会、社外監査役のうち常勤監査役は、リスク・コンプライアンス委員会及びその他重要会議に

出席して意見を述べるほか、取締役会の意思決定について、法令・定款の遵守及び社会性等の見地から管理・監督を行

うとともに、会計監査人及び内部監査人より定期的に監査の結果報告を受けており、適宜連携を図っております。

　内部統制部門は、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、常勤監査役である社外監査役をオブザーバーとし、社

外取締役には適宜情報共有をすることによって、社外取締役又は社外監査役による監督又は監査の強化を図っておりま

す。
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（３）【監査の状況】

　①監査役監査の状況

　当社は監査役会を設置しており、監査役監査は監査役３名体制（社外監査役３名、うち２名は非常勤監査役）にて実施

しております。なお、松室伸二及び武田久美は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　監査役会では、監査方針、監査計画などの監査にかかる基本事項を決議しております。また、常勤監査役が業務執行部

門に対して実施した監査結果の共有等が行われております。具体的には、重要会議（取締役会を除く）での協議・決議内

容、各拠点での監査内容及びその結果の報告と、当該監査結果に係る各監査役の所見・意見交換が行われております。

　監査役会は毎月開催の定例監査役会を中心に開催されておりますが、緊急に協議すべき事項等、企業経営又はコンプラ

イアンス等における重要事項が発生した場合には、臨時監査役会が招集され、法令上の問題の有無や経営者による対応の

妥当性・適法性等を審議し、必要に応じて経営者に意見を述べることとしております。

　当事業年度において定例監査役会を月１回、臨時監査役会を２回開催しており、個々の監査役の出席状況については次

のとおりであります。

氏　名 開催回数 出席回数

日原　直人 14回 14回

松室　伸二 14回 14回

武田　久美 14回 14回

　監査役会においては、監査計画の策定、監査報告の作成、常勤監査役の選定並びに会計監査人の選任等について検討し

ております。

　監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針や職務の分担等に従い、監査を実施しており、監

査役全員が取締役会へ出席して取締役等から職務執行の状況について報告を受けるとともに、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査するなどの活動をしております。

　また、常勤監査役は、取締役会以外の重要な会議に出席するとともに、重要な決裁書類等を閲覧するなど、日常的に監

査を実施しており、その内容については、監査役会等で社外監査役へ報告しております。

 

　②内部監査の状況

　当社では、代表取締役社長直轄の内部監査人を設置し、業務効率化や不正の未然防止を目的に内部監査を実施しており

ます。内部監査の専任者を１名おき、当社の定める「内部監査規程」及び代表取締役社長の承認を得た内部監査計画書に

基づき、当社及び子会社の業務運営及び財産管理の状況を調査し、法令、定款及び社内諸規程への準拠性を確認しており

ます。内部監査の結果は代表取締役社長に報告され、改善指示が出た内容については、被監査部門から改善報告書を受理

し、次回フォローアップ監査時にはその内容について確認を行うこととしております。また、三様監査の状況として、内

部監査人と常勤監査役は月に１回の監査報告会を開催し、内部監査人と会計監査人は、往査時など、適宜情報共有・連携

を行っております。内部統制部門と三様監査の間では、リスク・コンプライアンス委員会の結果の共有や日常業務におけ

るリスク情報の共有等を通じて連携を図っております。

 

　③会計監査の状況

a.監査法人の名称

　ＰｗＣ京都監査法人

 

b.継続監査期間

　６年間

 

c.業務を執行した公認会計士

　指定社員業務執行社員　中村源

　指定社員業務執行社員　柴田篤

 

d.監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他９名であります。

 

e.監査法人の選定方針と理由

　当社は、監査法人の選定にあたり、監査法人が当社の事業について相応の知見を有することを前提として、監査実績や

監査品質、効率的な監査を実施することができる体制の整備状況等を総合的に判断し、選定することとしており、当該方

針に基づき適任であると判断したため、当該監査法人を選定しております。
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f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人について、監査計画、監査方法、監査時間及び監査実施体制の妥当性を評価基

準として、評価を行っております。当社の会計監査人であるＰｗＣ京都監査法人につきましては、会計監査人としての独

立性及び専門性を有し、当社の事業を理解していることから、監査の品質確保が可能であると評価しております。

 

g.監査法人の異動

　該当事項はありません。

 

　④監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

提出会社 24,600 － 26,100 －

連結子会社 － － － －

計 24,600 － 26,100 －

 

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（a.を除く）

　該当事項はありません。

 

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

d.監査報酬の決定方針

　当社は監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を定めておりませんが、監査報酬については、監査業務に係る人

員数、監査日数等を勘案し、監査法人と協議の上、適正と判断される報酬額を監査役会の同意を得た上で決定しておりま

す。

 

e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査役会が会計監査人の

監査計画・監査の実施状況及び報酬見積りの算定根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を

行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の役員報酬の総額については、2020年３月30日開催の第10回定時株主総会において、取締役は年額５億円以内、

うち社外取締役に対して15百万円以内（決議日時点の取締役の員数は６名、うち社外取締役１名）、監査役は年額15百

万円以内、うち社外監査役に対して15百万円以内（決議日時点の監査役の員数は３名、うち社外監査役３名）とそれぞ

れ決議されております。

当社は、2023年２月13日の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しておりま

す。その決定方法の内容の概要は、決議日時点においては、取締役の個人別報酬については基本報酬及び株式報酬とす

ることとし、業績連動報酬、その他の報酬は支払わないこととしております。取締役会は、当事業年度に係る取締役の

個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された当該決定方針

と整合していることから、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

当社の取締役の報酬等は、代表取締役社長が、基本報酬及び株式報酬それぞれについて、株主総会で決議された報酬

限度額の範囲内において、担当職務、各期の業績、貢献度に応じて報酬案を作成したのち、任意の指名報酬委員会に諮

り、任意の指名報酬委員会の意見を勘案した上で最終案を立案し、取締役会で承認し決定されております。監査役の報

酬等は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、常勤・非常勤の別、職務分担の状況を考慮して、監査役

会の協議により決定しております。

取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する取締役会は2022年３月30日に開催され、各取締役の報酬額について決議

されております。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員の
員数（人）

固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
89,400 89,400 － － 5

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － － －

社外取締役 7,200 7,200 － － 2

社外監査役 9,000 9,000 － － 3

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

　当社は取締役の使用人兼務部分に対する報酬を支給しておらず、該当事項はありません。

 

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的の投資株式及び純投資目的以外の目的の投資株式いずれも保有しておりません。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2022年１月１日から2022年12月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2022年１月１日から2022年12月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣ京都監

査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、監査法人等が行う研修への参加や会計専門誌等の定期購読等を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 874,716 1,087,855

売掛金 341,518 －

売掛金及び契約資産 － ※１ 314,682

販売用不動産 ※２ 396,404 －

未成工事支出金 － 778

前払費用 37,378 61,747

未収入金 140,627 140,041

その他 2,224 13,454

貸倒引当金 △474 △894

流動資産合計 1,792,394 1,617,665

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 841,220 1,059,308

減価償却累計額 △215,947 △217,821

建物及び構築物（純額） ※２ 625,273 ※２ 841,487

土地 ※２ 313,533 ※２ 268,993

建設仮勘定 32,469 160,402

その他 78,487 105,326

減価償却累計額 △34,288 △48,690

その他（純額） 44,198 56,636

有形固定資産合計 1,015,475 1,327,519

無形固定資産   

リース資産 3,645 －

その他 1,410 14,923

無形固定資産合計 5,056 14,923

投資その他の資産   

繰延税金資産 26,848 16,667

その他 39,750 54,615

貸倒引当金 △218 △1,125

投資その他の資産合計 66,380 70,157

固定資産合計 1,086,911 1,412,600

資産合計 2,879,306 3,030,265
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

負債の部   

流動負債   

工事未払金 17,710 198

買掛金 17,673 19,592

短期借入金 ※３ 150,000 ※３ 300,000

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 69,331 ※２ 56,706

リース債務 4,255 －

未払法人税等 55,882 63,194

賞与引当金 39,263 45,886

未払費用 184,452 219,013

前受金 75,366 －

契約負債 － 124,974

その他 115,563 116,494

流動負債合計 729,498 946,060

固定負債   

長期借入金 ※２ 1,207,660 ※２ 984,558

資産除去債務 14,776 14,867

固定負債合計 1,222,437 999,425

負債合計 1,951,935 1,945,486

純資産の部   

株主資本   

資本金 374,200 374,200

資本剰余金 276,000 276,000

利益剰余金 277,170 434,707

自己株式 － △128

株主資本合計 927,370 1,084,778

純資産合計 927,370 1,084,778

負債純資産合計 2,879,306 3,030,265
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 3,400,957 ※１ 4,101,575

売上原価 2,801,459 3,415,732

売上総利益 599,497 685,843

販売費及び一般管理費 ※２ 427,236 ※２ 492,338

営業利益 172,261 193,504

営業外収益   

受取利息 6 9

受取配当金 4 4

補助金収入 ※３ 26,407 ※３ 42,779

助成金収入 24,124 9,983

その他 14,281 21,547

営業外収益合計 64,822 74,324

営業外費用   

支払利息 22,292 19,130

上場関連費用 19,079 －

その他 8,078 2,193

営業外費用合計 49,450 21,323

経常利益 187,634 246,505

税金等調整前当期純利益 187,634 246,505

法人税、住民税及び事業税 57,050 78,788

法人税等調整額 △7,442 10,181

法人税等合計 49,607 88,969

当期純利益 138,027 157,536

親会社株主に帰属する当期純利益 138,027 157,536
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当期純利益 138,027 157,536

包括利益 138,027 157,536

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 138,027 157,536
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 98,200 － 139,143 237,343 237,343

当期変動額      

新株の発行 276,000 276,000  552,000 552,000

親会社株主に帰属する
当期純利益

  138,027 138,027 138,027

当期変動額合計 276,000 276,000 138,027 690,027 690,027

当期末残高 374,200 276,000 277,170 927,370 927,370

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 374,200 276,000 277,170 － 927,370 927,370

当期変動額       

親会社株主に帰属する
当期純利益

  157,536  157,536 157,536

自己株式の取得    △128 △128 △128

当期変動額合計 － － 157,536 △128 157,408 157,408

当期末残高 374,200 276,000 434,707 △128 1,084,778 1,084,778
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 187,634 246,505

減価償却費 75,005 69,113

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,065 6,623

貸倒引当金の増減額（△は減少） △82 1,327

受取利息及び受取配当金 △10 △13

支払利息 22,292 19,130

助成金収入 △24,124 △9,983

補助金収入 △26,407 △42,779

上場関連費用 19,079 －

売上債権の増減額（△は増加） △98,646 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － 26,835

棚卸資産の増減額（△は増加） 257,079 525,909

仕入債務の増減額（△は減少） 18,841 △15,593

前受金の増減額（△は減少） 10,809 －

契約負債の増減額（△は減少） － 12,737

その他 37,345 △6,514

小計 486,882 833,298

利息及び配当金の受取額 10 13

利息の支払額 △21,537 △18,538

助成金の受取額 24,124 9,983

補助金の受取額 12,159 55,762

法人税等の支払額 △39,451 △67,788

営業活動によるキャッシュ・フロー 462,186 812,731

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,200 △1,200

有形固定資産の取得による支出 △518,841 △495,092

無形固定資産の取得による支出 △619 △14,590

その他 △2,880 202

投資活動によるキャッシュ・フロー △523,540 △510,680

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 150,000

長期借入れによる収入 361,000 400,000

長期借入金の返済による支出 △363,189 △635,728

リース債務の返済による支出 △5,912 △4,255

割賦債務の返済による支出 △1,797 －

株式の発行による収入 552,000 －

上場関連費用の支出 △19,079 －

自己株式の取得による支出 － △128

財務活動によるキャッシュ・フロー 523,022 △90,111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 461,668 211,938

現金及び現金同等物の期首残高 403,443 865,111

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 865,111 ※１ 1,077,050
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　1社

主要な連結子会社の名称

株式会社北山住宅販売

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

 

ロ　棚卸資産

販売用不動産及び未成工事支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物の減価償却方法については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　８～30年

車両運搬具　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　３～15年

 

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

 

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。
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(4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ　介護事業

　介護事業においては、介護サービスの提供及びサービス付き高齢者向け住宅の運営等高齢者向けサー

ビスの提供を行っております。サービス提供時点で履行義務が充足され、当該履行義務を充足した時点

で収益を認識しております。

 

ロ　不動産事業

　不動産事業においては、主にサービス付き高齢者向け住宅の設計・建築及び不動産の販売を行ってお

ります。

　当該請負工事契約については、当社グループの義務の履行により資産が創出され又は増価し、資産の

創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配することから、当該履行義務は一定期間にわたり充足され

る履行義務であり、契約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されるため、工事の進捗度に応じて収益

を計上しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の

割合（インプット法）で算出しております。

　なお、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができない

が、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

　また、請負工事契約について、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる

時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した

時点で収益を認識しております。

　設計契約については、建築物に係る設計及び建築確認済証の取得を行う義務を負っております。当該

履行義務は、設計業務が完了し、所轄の地方自治体又は指定確認検査機関より建築確認済証を取得する

一時点で充足されるものであり、当該建築確認済証を取得した時点において収益を計上しております。

　不動産の販売については、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡を行う義務を負っており

ます。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益

を計上しております。

 

(5）のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却方法については、３年間の定額法により償却を行っております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び容易に換金可能で、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資からなっております。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　控除対象外消費税等については、当連結会計年度の期間費用として処理しております。ただし、固定

資産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の「その他」に計上し定額法（５年）により償却を

行っております。

 

（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

　(1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 26,848 16,667

繰延税金負債との相殺前の金額 39,511 33,238

 

　(2)連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

イ　算出方法

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）

で示されている企業の分類の判断、将来の課税所得の見積り、将来減算一時差異の解消見込年度のスケ

ジューリング等に基づき回収可能と判断される範囲内で計上しております。
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ロ　主要な仮定

　繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得の見積りは、取締役会で承認された事

業計画を基礎としております。介護事業では、過去実績をもとに算出した各拠点の稼働率及び利用平均

単価により算定された売上高を主要な仮定としています。不動産事業では、翌期については期末時点で

確定的な案件、翌々期以降は過年度の受注状況により算定された受注見込高と、過去実績に基づく工事

利益率を主要な仮定としています。

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、当社グループに与える影響は軽微であり、今後

もその影響が継続すると仮定しております。

 

ハ　翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　主要な仮定である介護事業における各拠点の稼働率、平均単価、不動産事業における受注見込高、工

事利益率には不確実性があるため、将来の経済状況の変動などにより、現時点の見積りから乖離した場

合、翌連結会計年度における連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　従来、工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準を、それ以

外の工事には工事完成基準を適用しておりました。これを当連結会計年度より、一定の期間にわたり充足さ

れる履行義務は、原則として、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期

間にわたり認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価

に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。

　収益認識会計基準等の適用による、当連結会計年度の損益及び期首の利益剰余金に与える影響はありませ

ん。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「売掛金」に含まれる契約資産に相当する金額は、当連結会計年度より「売掛金及び契約資産」に含

めて表示し、「流動負債」に表示していた「前受金」及び「その他」に含まれる契約負債に相当する金額

は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

　また、連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「売上債権の

増減額（△は増加）」は当連結会計年度より「売上債権及び契約資産の増減額（△は増加）」に含めて表示

し、「前受金の増減額（△は減少）」及び「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれて

いた「契約負債」の増減額は、「契約負債の増減額（△は減少）」に含めて表示することといたしました。

　なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表

示方法による組替えを行っておらず、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連

結会計年度に係る「収益認識関係」注記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結財務諸表に

与える影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行

うことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針19

号　2019年７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係る

ものについては注記しておりません。
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「敷金及び保証金」は、金額的重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度より、「投資その他の資産」の「その他」に含めることといたしま

した。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「敷金及び保証金」に表

示していた11,622千円、「その他」に表示していた28,128千円は、「投資その他の資産」の「その他」

39,750千円に組み替えております。

 

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「支払手数料」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その他」に含めることといたしました。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「支払手数料」に表示していた

7,973千円、「その他」に表示していた104千円は、「営業外費用」の「その他」8,078千円に組み替えてお

ります。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記していた投資活動によるキャッシュ・フローの「敷金及び保証金の差

入による支出」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めることといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の

連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「敷金及び保証金の差入による支出」△3,732千円、「敷金及び保証金の回収による収入」1,332千

円、「その他」△480千円は、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」△2,880千円として組み替え

ております。

 

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大にかかる会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大については、現時点での売上高への影響は軽微ながらも、今後の広

がりや収束時期など不確実性が高い事象であることから、当社グループは繰延税金資産の回収可能性及び固

定資産の減損の検討において、2023年12月期末まで影響を及ぼすとの仮定を置き、会計上の見積りを行って

おります。

 

（重要な後発事象の白紙撤回について）

2022年12月期第３四半期の四半期報告書において、重要な後発事象として記載しました連結子会社株式会

社北山住宅販売による固定資産の取得について、売り主より売買契約の白紙撤回の申し出を受領したことに

より、固定資産の取得を中止することとなりました。
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（連結貸借対照表関係）

※１　売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、連結財務諸表「注記

事項（収益認識関係）３．（１）契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

販売用不動産 290,066千円 －千円

建物 427,054 569,873

土地 152,936 196,594

計 870,056 766,467

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金

を含む。）
1,211,686千円 1,018,260千円

計 1,211,686 1,018,260

 

※３　当座貸越契約

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

当座貸越限度額 280,000千円 380,000千円

借入実行残高 150,000 300,000

差引額 130,000 80,000

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から

生じる収益を分解した情報」に記載しております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度
（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

　当連結会計年度
（自　2022年１月１日
　　至　2022年12月31日）

役員報酬 110,550千円 114,360千円

給与手当 85,135 99,717

賞与引当金繰入額 10,650 14,036

支払手数料 70,851 85,096

租税公課 60,611 75,731

貸倒引当金繰入額 3 1,327

 

（表示方法の変更）

　「貸倒引当金繰入額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より主要な費目として表示して

おります。また、この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度においても主要な費目として表

示しております。
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※３　補助金収入

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　補助金収入は、「スマートウェルネス住宅等推進事業費補助金（サービス付き高齢者向け住宅整備事

業）」によるものであります。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　補助金収入は、「介護職員処遇改善支援補助金」及び「スマートウェルネス住宅等推進事業費補助金

（サービス付き高齢者向け住宅整備事業）」等によるものであります。

 

（連結包括利益計算書関係）

該当事項はありません。

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 （注） 1,228,000 300,000 － 1,528,000

合計 1,228,000 300,000 － 1,528,000

（注）普通株式の発行済株式総数の増加300,000株は、新規上場に伴う新株発行によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　　　　　　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,528,000 － － 1,528,000

合計 1,528,000 － － 1,528,000

自己株式     

普通株式（注） － 56 － 56

合計 － 56 － 56

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加56株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　　　　　　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　　　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

現金及び預金勘定 874,716千円 1,087,855千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △9,604 △10,804

現金及び現金同等物 865,111 1,077,050

 

　２　重要な非資金取引の内容

保有目的の変更による有形固定資産から棚卸資産への振替額

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

固定資産から棚卸資産への振替額 529,235千円 130,283千円

 

新たに計上した重要な資産除去債務の額

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

重要な資産除去債務の額 5,687千円 －千円

 

（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

前連結会計年度（2021年12月31日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

無形固定資産　全社で使用しているソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

注記事項「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４.会計方針に関する事項（2）重

要な減価償却資産の減価償却の方法　ハ　リース資産」に記載のとおりであります。

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については銀行等金融機

関からの借入によっております。デリバティブ取引は行っておりません。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び未収入金は、１年内の回収予定であり、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である工事未払金、買掛金及び未払法人税等は、１年内の支払期日であります。

　短期借入金及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）は、営業及び設備投資に係る資金調達

を目的としたものであり、このうち一部は金利の流動性リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

　当社グループは、営業債権について、経理規程に基づき、各担当部が顧客及び取引先との信用状況を定

期的に把握し、期日及び残高を厳正に管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握を

行うことにより、リスク軽減を図っております。

 

②市場リスクの管理

　当社グループは、借入金利の変動リスクについて、定期的に市場金利の状況、金融情勢及び借入金残高

を勘案することにより管理しております。

 

③資金調達に係る流動性リスクの管理

　当社グループは、経理規程及び予算管理規程に基づき、適時に資金繰り計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定には、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉ(E36353)

有価証券報告書

60/93



２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2021年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

長期借入金（１年内返済予定の長期

借入金含む）
1,276,992 1,265,608 △11,384

負債計 1,276,992 1,265,608 △11,384

（※１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

（※２）「売掛金」「未収入金」「工事未払金」「買掛金」「短期借入金」「リース債務（流動負債）」「未払法人税

等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

長期借入金（１年内返済予定の長期

借入金含む）
1,041,264 1,051,049 9,784

負債計 1,041,264 1,051,049 9,784

（※１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

（※２）「売掛金及び契約資産」「未収入金」「工事未払金」「買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1）現金及び預金 874,716 － － －

(2）売掛金 341,518 － － －

(3）未収入金 140,627 － － －

合計 1,356,862 － － －

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1）現金及び預金 1,087,855 － － －

(2）売掛金及び契約資産 314,682 － － －

(3）未収入金 140,041 － － －

合計 1,542,579 － － －
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（注）２．借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2021年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 150,000 － － － － －

長期借入金 69,331 69,697 69,716 59,356 59,352 949,537

リース債務 4,255 － － － － －

合計 223,587 69,697 69,716 59,356 59,352 949,537

 

当連結会計年度（2022年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 300,000 － － － － －

長期借入金 56,706 56,686 46,187 46,300 46,673 788,710

合計 356,706 56,686 46,187 46,300 46,673 788,710

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算出した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年12月31日）

該当事項はありません。

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定の長期

借入金含む）
－ 1,051,049 － 1,051,049

負債計 － 1,051,049 － 1,051,049

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価

額と近似しているものと考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割引いて現在価値を算出して

おり、レベル２の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

 
当連結会計年度
（2022年12月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 6,890千円 5,713千円

減価償却超過額 16,552  9,495

賞与引当金 11,989  14,011

固定資産に係る未実現利益 4,050  3,807

資産除去債務 4,872  4,902

土地 1,029  －

その他 480  999

繰延税金資産小計 45,866  38,931

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △6,355  △5,692

評価性引当額小計 △6,355  △5,692

繰延税金資産合計 39,511  33,238

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △8,432  △12,912

資産除去債務に対応する資産 △3,876  △3,658

その他 △353  －

繰延税金負債合計 △12,662  △16,571

繰延税金資産（負債）の純額 26,848  16,667

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

 
当連結会計年度
（2022年12月31日）

法定実効税率 30.5％  30.5％

（調整）    

住民税均等割 2.6  2.1

税額控除 △2.7  －

評価性引当額の増減 △8.4  △0.3

留保金課税 2.1  2.8

連結子会社との税率差異 1.5  1.2

その他 0.8  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.4  36.1

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　当連結会計年度末の資産除去債務の残高が、当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１

以下であり、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（賃貸等不動産関係）

　当社グループでは、京都府、滋賀県、岡山県及び兵庫県において、賃貸収益を得ることを目的としたサービス

付き高齢者向け住宅及び賃貸ビルを有しておりましたが、前連結会計年度において、賃貸等不動産に該当しなく

なりました。

　前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は14,941千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は

売上原価に計上）であります。

　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益はありません。

　また、賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 755,962 －

 期中増減額 △755,962 －

 期末残高 － －

期末時価 － －

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．賃貸等不動産の期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費（21,419千円）及び賃貸資

産から事業資産への区分変更（734,542千円）であります。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
介護事業 不動産事業

一時点で認識する収益

一定期間にわたって認識する収益

3,345,409

－

662,128

94,037

4,007,538

94,037

顧客との契約から生じる収益 3,345,409 756,166 4,101,575

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,345,409 756,166 4,101,575

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項）　４．会計方針に関する事項　(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 303,889

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 314,682

契約資産（期首残高） 37,629

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） 112,237

契約負債（期末残高） 124,974

　契約資産は、顧客との工事請負契約について期末日時点で完了しているが未請求の工事の完成・引渡に係

る対価に対する連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が

無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該工事に関する対価は、工事契

約の支払条項に従い請求・受領しております。

　契約負債は、主に役務の提供を行ったときに収益を認識する顧客との契約について、支払条件に基づき顧

客から受け取った前受額に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、112,237千円

であります。

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える契約がないため、実務上の便法を適用し、

残存履行義務に配分した取引価格に関する記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の

中に、取引価格に含まれていない金額はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社グループは、事業所及び連結子会社を拠点として事業活動を行っており、事業の内容、役務の提供

方法並びに類似性に基づき事業を集約し、「介護事業」「不動産事業」の２つを報告セグメントとしてお

ります。

　各事業の主要な業務は以下のとおりです。

介護事業：介護サービス業務

不動産事業：建築請負業務並びに、不動産の賃貸業務

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２） 介護事業 不動産事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,861,428 539,529 3,400,957 － 3,400,957

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 244,723 244,723 △244,723 －

計 2,861,428 784,252 3,645,680 △244,723 3,400,957

セグメント利益 114,884 126,526 241,411 △69,149 172,261

セグメント資産 1,535,714 1,315,428 2,851,143 28,163 2,879,306

その他の項目      

減価償却費 16,449 55,496 71,945 3,059 75,005

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
198,020 350,864 548,885 △11,859 537,026

 (注）１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　（１）セグメント利益の調整額△69,149千円には、セグメント間取引消去等△6,042千円および各セグメントに

配分していない全社費用△63,107千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

　　　　（２）セグメント資産の調整額28,163千円には、セグメント間取引消去等△9,029千円および各セグメントに配

分していない全社資産37,193千円が含まれております。全社資産は、報告セグメントに帰属しない本社建

物であります。

　　　　（３）減価償却費の調整額3,059千円は、全社資産の減価償却費等であります。

　　　　（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△11,859千円は、セグメント間取引にかかる固定資産の

調整額であります。

　　　２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益との調整を行っております。
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当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２） 介護事業 不動産事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,345,409 756,166 4,101,575 － 4,101,575

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 80,411 80,411 △80,411 －

計 3,345,409 836,577 4,181,987 △80,411 4,101,575

セグメント利益 157,025 95,470 252,495 △58,990 193,504

セグメント資産 1,859,806 1,346,587 3,206,393 △176,128 3,030,265

その他の項目      

減価償却費 27,734 38,646 66,381 2,732 69,113

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
27,371 493,937 521,309 － 521,309

 (注）１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　（１）セグメント利益の調整額△58,990千円には、セグメント間取引消去等6,075千円および各セグメントに配

分していない全社費用△65,066千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

　　　　（２）セグメント資産の調整額△176,128千円には、セグメント間取引消去等△210,117千円および各セグメント

に配分していない全社資産33,989千円が含まれております。全社資産は、報告セグメントに帰属しない本

社建物であります。

　　　　（３）減価償却費の調整額2,732千円は、全社資産の減価償却費等であります。

　　　２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益との調整を行っております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
 

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

滋賀県国民健康保険団体連合会 419,524 介護事業
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当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
 

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

滋賀県国民健康保険団体連合会 505,284 介護事業

株式会社センターロード 477,077 不動産事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

（開示対象特別目的会社関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
　　至　2022年12月31日）

１株当たり純資産額 606円92銭 709円96銭

１株当たり当期純利益 94円18銭 103円10銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日
　　至　2022年12月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 138,027 157,536

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
138,027 157,536

普通株式の期中平均株式数（株） 1,465,534 1,527,955

 

　　　３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

　純資産の部の合計額（千円） 927,370 1,084,778

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

 　普通株式に係る期末の純資産額（千円） 927,370 1,084,778

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（株）
1,528,000 1,527,944
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（重要な後発事象）

（譲渡制限付株式報酬制度の導入）

　当社は、2023年２月13日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、譲渡制限付株式報酬制

度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議し、本制度に関する議案を2023年３月30日開催の第13期定

時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）に付議し、本株主総会において決議されました。

 

１ 本制度の導入目的等

本制度は、当社の取締役（社外取締役を除きます。）（以下「対象取締役」といいます。）を対象に、

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締役と株主の皆様との一

層の価値共有を進めることを目的とした制度です。

 

２ 本制度の概要

本制度に基づき対象取締役に対して支給する金銭債権の総額は、年額30,000千円以内（ただし、使用人

兼務取締役の使用人分給与を含みません。）とし、当社が新たに発行又は処分する普通株式の総数は、年

15,000株以内（ただし、本株主総会の決議の日以降の日を効力発生日とする当社の普通株式の株式分割

（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）又は株式併合が行われた場合、当該効力発生日以降、分割

比率・併合比率等に応じて、当該総数を必要に応じて合理的な範囲で調整します。）といたします。

対象取締役は、本制度に基づき当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社

の普通株式について発行又は処分を受けることとなります。その１株当たりの払込金額は、各取締役会決

議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない

場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利

な金額とならない範囲において、取締役会において決定します。なお、各対象取締役への具体的な支給時

期及び配分については、本株主総会後に開催予定の取締役会において決定するものとします。

　また、本制度による当社の普通株式（以下「本株式」といいます。）の発行又は処分に当たっては、当

社と対象取締役との間において、①一定期間（以下「譲渡制限期間」といいます。）、本株式に係る第三

者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を禁止すること、②一定の事由が生じた場合には当社が本株

式を無償取得することなどをその内容として含む譲渡制限付株式割当契約が締結されることを条件といた

します。本株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないよう、譲渡

制限期間中は、対象取締役が野村證券株式会社に開設する専用口座で管理される予定です。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 150,000 300,000 0.92 －

１年以内に返済予定の長期借入金 69,331 56,706 1.44 －

１年以内に返済予定のリース債務 4,255 － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,207,660 984,558 1.45
2024年１月～

2051年５月

合計 1,431,247 1,341,264 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 56,686 46,187 46,300 46,673

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 829,005 2,177,009 3,055,263 4,101,575

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
27,358 156,023 175,412 246,505

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
17,829 100,381 112,350 157,536

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
11.67 65.70 73.53 103.10

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
11.67 54.03 7.83 29.57
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 817,201 903,702

売掛金 298,939 314,445

前払費用 33,374 52,945

関係会社短期貸付金 － 200,000

未収入金 138,345 139,985

その他 2,224 3,396

貸倒引当金 △475 △894

流動資産合計 1,289,611 1,613,580

固定資産   

有形固定資産   

建物 170,597 170,597

減価償却累計額 △3,083 △12,041

建物（純額） ※１ 167,513 ※１ 158,556

構築物 5,236 5,236

減価償却累計額 △87 △610

構築物（純額） 5,149 4,625

車両運搬具 9,443 12,263

減価償却累計額 △4,259 △6,500

車両運搬具（純額） 5,183 5,762

工具、器具及び備品 44,353 53,803

減価償却累計額 △14,936 △25,715

工具、器具及び備品（純額） 29,416 28,088

有形固定資産合計 207,263 197,032

無形固定資産   

ソフトウエア 172 13,718

リース資産 3,645 －

その他 469 437

無形固定資産合計 4,288 14,156

投資その他の資産   

関係会社株式 24,700 24,700

長期前払費用 14,509 12,218

従業員に対する長期貸付金 100 －

繰延税金資産 12,235 14,441

その他 7,924 9,502

貸倒引当金 △218 △1,125

投資その他の資産合計 59,251 59,737

固定資産合計 270,803 270,925

資産合計 1,560,414 1,884,506
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 17,673 19,592

短期借入金 ※２ 150,000 ※２ 300,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１ 8,496 ※１ 8,496

リース債務 4,255 －

未払費用 181,128 214,565

未払法人税等 29,671 57,458

前受金 75,366 －

契約負債 － 124,974

前受収益 40 －

預り金 28,872 36,755

賞与引当金 39,263 45,886

その他 49,107 16,342

流動負債合計 583,874 824,073

固定負債   

長期借入金 ※１ 160,088 ※１ 151,592

資産除去債務 5,692 5,721

固定負債合計 165,780 157,313

負債合計 749,654 981,386

純資産の部   

株主資本   

資本金 374,200 374,200

資本剰余金   

資本準備金 276,000 276,000

資本剰余金合計 276,000 276,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 9,821 9,366

繰越利益剰余金 150,738 243,681

利益剰余金合計 160,560 253,047

自己株式 － △128

株主資本合計 810,760 903,119

純資産合計 810,760 903,119

負債純資産合計 1,560,414 1,884,506
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当事業年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 2,861,428 3,345,409

売上原価 2,426,275 2,825,994

売上総利益 435,152 519,415

販売費及び一般管理費 ※２ 379,367 ※２ 422,389

営業利益 55,784 97,025

営業外収益   

受取利息 4 7

業務委託収入 ※１ 6,481 ※１ 7,132

助成金収入 24,124 9,983

補助金収入 14,248 28,322

その他 9,671 12,588

営業外収益合計 54,529 58,035

営業外費用   

支払利息 2,028 4,786

上場関連費用 19,079 －

その他 174 46

営業外費用合計 21,282 4,832

経常利益 89,032 150,228

税引前当期純利益 89,032 150,228

法人税、住民税及び事業税 30,838 59,946

法人税等調整額 3,719 △2,206

法人税等合計 34,558 57,740

当期純利益 54,473 92,487
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日
至　2022年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  1,539,305 63.4 1,780,464 63.0

Ⅱ　諸経費 ※ 442,677 18.3 542,916 19.2

Ⅲ　地代家賃  444,293 18.3 502,613 17.8

当期売上原価  2,426,275 100.0 2,825,994 100.0

 

※　主な内容は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日）

給食費（千円） 175,888 202,012

水道光熱費（千円） 103,515 144,404

消耗品費（千円） 50,710 54,242

 

（表示方法の変更）

　前事業年度において経費の主な内容として記載していた「広告宣伝費」及び「支払手数料」については、経費全体に

占める金額的重要性が乏しいため、記載しておりません。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計 

固定資産
圧縮積立金

繰越
利益剰余金

当期首残高 98,200 － － － 106,086 106,086 204,286 204,286

当期変動額         

新株の発行 276,000 276,000 276,000    552,000 552,000

固定資産圧縮積立金の
積立

   9,897 △9,897 － － －

固定資産圧縮積立金の
取崩

   △75 75 － － －

当期純利益     54,473 54,473 54,473 54,473

当期変動額合計 276,000 276,000 276,000 9,821 44,652 54,473 606,473 606,473

当期末残高 374,200 276,000 276,000 9,821 150,738 160,560 810,760 810,760

 

当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計 

固定資産
圧縮積立金

繰越
利益剰余金

当期首残高 374,200 276,000 276,000 9,821 150,738 160,560 － 810,760 810,760

当期変動額          

固定資産圧縮積立金の
取崩

   △455 455 －  － －

当期純利益     92,487 92,487  92,487 92,487

自己株式の取得       △128 △128 △128

当期変動額合計 － － － △455 92,943 92,487 △128 92,359 92,359

当期末残高 374,200 276,000 276,000 9,366 243,681 253,047 △128 903,119 903,119
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物の減価償却方法については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　13～22年

構築物　　　　　　　　　10年

車両運搬具　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　３～15年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

 

(4）長期前払費用

均等償却によっております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　介護サービスの提供及びサービス付き高齢者向け住宅の運営等高齢者向けサービスの提供を行っており

ます。サービス提供時点で履行義務が充足され、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま

す。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　控除対象外消費税等については、当事業年度の期間費用として処理しております。ただし、固定資産に

係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し定額法（５年）により償却を

行っております。
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（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 12,235 14,441

繰延税金負債との相殺前の金額 18,276 20,202

 

(2)財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

イ　算出方法

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）で示さ

れている企業の分類の判断、将来の課税所得の見積り、将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリング

等に基づき回収可能と判断される範囲内で計上しております。

 

ロ　主要な仮定

　繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得の見積りは、取締役会で承認された事業計画

を基礎としております。介護事業では、過去実績をもとに算出した各拠点の稼働率及び利用平均単価により算

定された売上高を主要な仮定としています。

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、当社に与える影響は軽微であり、今後もその影響が継

続すると仮定しております。

 

ハ　翌事業年度の財務諸表に与える影響

　主要な仮定である各拠点の稼働率、平均単価には不確実性があるため、将来の経済状況の変動などにより、

現時点の見積りから乖離した場合、翌事業年度における財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の損益及び期首の繰越利益剰余金に与える影響はありませ

ん。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる財務諸表に与える影

響はありません。

 

（表示方法の変更）

（貸借対照表）

　前事業年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「敷金及び保証金」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当事業年度より、「投資その他の資産」の「その他」に含めることといたしました。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「敷金及び保証金」に表示してい

た7,392千円、「その他」に表示していた532千円は、「投資その他の資産」の「その他」7,924千円に組み

替えております。

 

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大にかかる会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大については、現時点での売上高への影響は軽微ながらも、今後の広

がりや収束時期など不確実性が高い事象であることから、当社は繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の

減損の検討において、2023年12月期末まで影響を及ぼすとの仮定を置き、会計上の見積りを行っておりま

す。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

建物 111,362千円 106,200千円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金

を含む）

168,584千円 160,088千円

 

※２　当座貸越契約

　 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当事業年度

（2022年12月31日）

当座貸越限度額 280,000千円 380,000千円

借入実行残高 150,000 300,000

差引額 130,000 80,000

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
　前事業年度

（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

　当事業年度
（自　2022年１月１日
　　至　2022年12月31日）

営業取引以外の取引による取引高 180,057千円 3,570千円

 

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度1.3％、当事業年度1.3％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度98.7％、当事業年度98.7％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2021年１月１日
　　至　2021年12月31日）

　当事業年度
（自　2022年１月１日
　　至　2022年12月31日）

役員報酬 102,150千円 105,600千円

給与手当 75,854 88,135

賞与引当金繰入額 8,617 11,459

支払手数料 57,205 63,419

租税公課 56,267 64,352

減価償却費 5,918 5,330

貸倒引当金繰入額 3 1,326
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（表示方法の変更）

　「貸倒引当金繰入額」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より主要な費目として表示しておりま

す。また、この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度においても主要な費目として表示しておりま

す。

 

（有価証券関係）

前事業年度（2021年12月31日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額は24,700千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（2022年12月31日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額は24,700千円）は、市場価格のない株式等のため、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年12月31日）
 

当事業年度
（2022年12月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 4,492千円 5,215千円

減価償却超過額 1,766  765

賞与引当金 11,989  14,011

資産除去債務 1,738  1,747

その他 308  826

繰延税金資産小計 20,295  22,566

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,018  △2,363

評価性引当額小計 △2,018  △2,363

繰延税金資産合計 18,276  20,202

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △4,317  △4,117

資産除去債務に対応する資産 △1,723  △1,643

繰延税金負債合計 △6,040  △5,760

繰延税金資産（負債）の純額 12,235  14,441

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年12月31日）
 

当事業年度
（2022年12月31日）

法定実効税率 30.5％  30.5％

（調整）    

住民税均等割 5.0  3.2

留保金課税 4.4  4.7

評価性引当額の増減 1.9  0.2

税額控除 △4.9  －

税率変更による影響 2.1  －

その他 △0.2  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.8  38.4

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(重要な会計方針）　４．収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

（重要な後発事象）

（譲渡制限付株式報酬制度の導入）

　当社は、2023年２月13日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、譲渡制限付株式報酬制度

の導入を決議し、本制度に関する議案を2023年３月30日開催の第13期定時株主総会に付議し、本株主総会にお

いて決議されました。詳細につきましては、連結財務諸表「注記事項　（重要な後発事象）」をご参照くださ

い。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産

建物 167,513 － － 8,957 158,556 12,041

構築物 5,149 － － 523 4,625 610

車両運搬具 5,183 3,331 0 2,752 5,762 6,500

工具、器具及び備品 29,416 9,449 － 10,778 28,088 25,715

計 207,263 12,781 0 23,012 197,032 44,868

無形固定資産

ソフトウエア 172 14,590 － 1,044 13,718 －

リース資産 3,645 － 0 3,645 － －

その他 469 － － 31 437 －

計 4,288 14,590 0 4,722 14,156 －

投資その他の

資産
長期前払費用 14,509 1,194 174 3,311 12,218 －

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

車両運搬具　　　　　社用車 ４台　　　　　　　　　　　3,331千円

工具、器具及び備品　リフト付きシャワーキャリー ３台　2,719千円

　　　　　　　　　　洗濯機 21台　　　　　　　　　　　2,482千円

　　　　　　　　　　テレビ ９台　　　　　　　　　　　1,195千円

　　　　　　　　　　ガス乾燥機 16台　　　　　　　　　2,426千円

ソフトウエア　　　　自社利用目的のソフトウエア　　　14,590千円

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 693 1,897 571 2,020

賞与引当金 39,263 45,886 39,263 45,886

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 毎年12月31日

剰余金の配当の基準日 毎年６月30日、毎年12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ

とが出来ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

https://www.t-s-i.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利外の権利を行使する

ことができない旨を定款に定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　第12期（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）2022年３月31日近畿財務局長に提出。

(2）四半期報告書及び確認書

　　第13期第１四半期（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）2022年５月13日近畿財務局長に提出。

　　第13期第２四半期（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）2022年８月12日近畿財務局長に提出。

　　第13期第３四半期（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）2022年11月14日近畿財務局長に提出。

(3）臨時報告書

　　2023年３月31日近畿財務局長に提出。

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 2023年３月３０日

株　式　会　社　Ｔ．Ｓ．Ｉ

取　締　役　会　御　中

 

 

 

 ＰｗＣ京都監査法人  

 京都事務所  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　源

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　篤

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉの2022年１月１日から2022年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社Ｔ．Ｓ．Ｉ及び連結子会社の2022年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性‒【注記事項】（重要な会計上の見積り）繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

当連結会計年度の連結貸借対照表において、繰延税金資

産16,667千円が計上されている。当該繰延税金資産の繰延

税金負債との相殺前の金額は33,238千円である。

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）で示されてい

る企業の分類の判断、将来の課税所得の見積り、将来減算

一時差異解消見込年度のスケジューリング等に基づき回収

可能と判断される範囲内で計上している。

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課

税所得の見積りは、取締役会で承認された事業計画を基礎

としている。介護事業では、過去実績をもとに算出した各

拠点の稼働率及び利用平均単価により算定された売上高を

主要な仮定としている。不動産事業では、翌期については

期末時点で確定的な案件、翌々期以降は過年度の受注状況

により算定された受注見込高と、過去実績に基づく工事利

益率を主要な仮定としている。なお、新型コロナウイルス

感染症の影響については、会社グループに与える影響は軽

微であり、今後もその影響が継続すると仮定している。当

該事業計画に含まれるこれらの主要な仮定は不確実性を伴

い、これに関する経営者による判断が繰延税金資産の計上

額に重要な影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性に

関する判断の妥当性が、監査上の主要な検討事項に該当す

ると判断した。

当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性に関する判断

の妥当性を評価するため、主に以下の監査手続を実施し

た。

（１）内部統制の評価

繰延税金資産の回収可能性の判断の妥当性に関する

内部統制の整備及び運用の状況の有効性を評価した。

（２）繰延税金資産の回収可能性に関する判断の評価

繰延税金資産の回収可能性の判断において重要とな

る、課税所得の発生見込みの算定にあたって採用され

た主要な仮定の合理性を評価するため、主に以下の手

続を実施した。

・会社の作成した分類判定チェックリストを閲覧し、

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基

づく会社分類の妥当性を検討した。

・繰延税金資産の回収可能性の判断に使用された課税

所得の発生見込みについて、取締役会で承認された事

業計画との整合性を確認した。

・課税所得の基礎となる事業計画について、過年度の

事業計画と実績との比較により、事業計画の信頼性を

評価した。

・介護事業において、事業計画の策定に利用した過去

実績をもとに算出した各拠点の稼働率及び利用平均単

価により算定された売上高について、経営者に対する

質問を実施したほか、算定基礎資料の閲覧を行い、そ

の合理性について検討した。

・不動産事業において、事業計画の策定に利用した受

注見込高と工事利益率の主要な仮定について、経営者

に対する質問を実施したほか、算定基礎資料の閲覧を

行い、その合理性について検討した。

・事業計画に含まれる新型コロナウイルス感染症によ

る影響の有無について経営者と議論し、合理性を検討

した。
 
 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　　上
  
　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 2023年３月３０日

株　式　会　社　Ｔ．Ｓ．Ｉ

取　締　役　会　御　中

 

 

 

 ＰｗＣ京都監査法人  

 京都事務所  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　源

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　篤

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｔ．Ｓ．Ｉの2022年１月１日から2022年１２月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

Ｔ．Ｓ．Ｉの2022年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性に関する判断の妥当性‒【注記事項】（重要な会計上の見積り）繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

当事業年度の貸借対照表において、繰延税金資産14,441

千円が計上されている。当該繰延税金資産の繰延税金負債

との相殺前の金額は20,202千円である。

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）で示されてい

る企業の分類の判断、将来の課税所得の見積り、将来減算

一時差異の解消見込年度のスケジューリング等に基づき回

収可能と判断される範囲内で計上している。

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課

税所得の見積りは、取締役会で承認された事業計画を基礎

としている。事業計画は、過去実績をもとに算出した各拠

点の稼働率及び利用平均単価により算定された売上高を主

要な仮定としている。なお、新型コロナウイルス感染症の

影響については、会社に与える影響は軽微であり、今後も

その影響が継続すると仮定している。当該事業計画に含ま

れる主要な仮定は不確実性を伴い、これに関する経営者に

よる判断が繰延税金資産の計上額に重要な影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性に

関する判断の妥当性が、監査上の主要な検討事項に該当す

ると判断した。

当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性に関する判断

の妥当性を評価するため、主に以下の監査手続を実施し

た。

（１）内部統制の評価

繰延税金資産の回収可能性の判断の妥当性に関する

内部統制の整備及び運用の状況の有効性を評価した。

（２）繰延税金資産の回収可能性に関する判断の評価

繰延税金資産の回収可能性の判断において重要とな

る課税所得の発生見込みの算定にあたって、採用され

た主要な仮定の合理性を評価するため、主に以下の手

続を実施した。

・会社の作成した分類判定チェックリストを閲覧し、

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基

づく会社分類の妥当性を検討した。

・繰延税金資産の回収可能性の判断に使用された課税

所得の発生見込みについて、取締役会で承認された事

業計画との整合性を確認した。

・課税所得の基礎となる事業計画について、過年度の

事業計画と実績との比較により、事業計画の信頼性を

評価した。

・事業計画の策定に利用した過去実績をもとに算出し

た各拠点の稼働率及び利用平均単価により算定された

売上高について、経営者に対する質問を実施したほ

か、算定基礎資料の閲覧を行い、その合理性について

検討した。

・事業計画に含まれる新型コロナウイルス感染症によ

る影響の有無について経営者と議論し、合理性を検討

した。
 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上
  
　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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